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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

(1）連結経営指標等       

売上高 百万円 220,405 230,149 231,703 223,928 210,967

経常利益 〃 4,172 4,510 5,323 5,731 2,919

当期純利益 〃 2,303 2,451 2,723 2,938 1,551

純資産額 〃 23,166 25,447 27,858 31,049 30,453

総資産額 〃 86,664 84,225 87,009 85,094 90,863

１株当たり純資産額 円 1,598.55 1,452.27 1,596.01 1,768.61 1,734.38

１株当たり当期純利益 〃 167.89 135.64 156.26 167.67 88.38

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
〃 － － 155.77 167.44 －

自己資本比率 ％ 26.73 30.21 32.02 36.49 33.52

自己資本利益率 〃 10.90 10.09 10.22 9.98 5.05

株価収益率 倍 9.22 10.45 12.79 11.39 9.70

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 1,324 2,497 2,124 4,758 △3,050

投資活動による

キャッシュ・フロー
〃 △251 △947 △1,751 494 △374

財務活動による

キャッシュ・フロー
〃 66 △1,442 △1,837 △3,612 3,855

現金及び現金同等物の期末

残高
〃 5,847 5,988 4,606 6,479 6,440

従業員数 人 1,046 1,011 1,016 1,049 1,065

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 百万円 132,766 132,927 122,241 113,458 109,849

経常利益 〃 2,210 2,606 2,687 3,853 2,760

当期純利益 〃 1,266 1,602 1,561 2,427 2,281

資本金 〃 2,445 2,533 2,533 2,608 2,611

（発行済株式総数） (千株) (14,448) (17,480) (17,841) (17,943) (17,946)

純資産額 百万円 18,908 20,310 22,246 23,529 24,549

総資産額 〃 63,485 60,214 61,221 56,345 57,885

１株当たり純資産額 円 1,306.54 1,160.79 1,248.66 1,340.27 1,398.12
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回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

１株当たり配当額 円 24.00 26.00 32.00 36.00 36.00

(内１株当たり中間配当額) (〃) (12.00) (12.00) (15.00) (16.00) (18.00)

１株当たり当期純利益 〃 92.53 89.53 89.31 137.33 129.91

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
〃 － － 89.03 137.15 －

自己資本比率 ％ 29.78 33.73 36.34 41.76 42.41

自己資本利益率 〃 7.33 8.17 7.34 10.61 9.49

株価収益率 倍 16.73 15.83 22.37 13.90 6.60

配当性向 ％ 25.94 29.04 35.83 26.21 27.71

従業員数 人 549 530 522 522 638

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．第62期、第63期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成16年７月20日付で株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。

４．第65期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当2.00円を含んでおります。
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２【沿革】

年月 事項

昭和22年７月 東京都港区芝金杉橋四丁目22番地に資本金18万円で佐鳥電機株式会社を設立

日本電気株式会社と販売特約店契約を締結

昭和44年６月 佐鳥オートマチックス株式会社を設立

 佐鳥パイニックス株式会社（現連結子会社）を設立

昭和48年９月 中華民国台湾省台北市に現地法人TSO YAO TRADING CO., LTD.を設立

昭和51年９月 香港に現地法人HONG KONG SATORI CO., LTD.（現連結子会社）を設立

昭和52年３月 シンガポールに現地法人SINGAPORE SATORI PTE., LTD.（現連結子会社）を設立

昭和56年１月 米国カリフォルニア州に現地法人SATORI ELECTRIC(AMERICA)INC.を設立

昭和60年12月 佐鳥テクノシステム株式会社を設立

昭和63年７月 現地法人TSO YAO TRADING CO., LTD.を解散し、台北市に新たに現地法人TAIWAN SATORI CO., 

LTD.（現連結子会社）を設立

平成２年12月 ドイツに現地法人SATORI ELECTRIC(GERMANY)GmbH.（現連結子会社）を設立

平成３年１月 川崎市中原区に佐鳥グループ東京商品センターを開設

平成５年９月 マレーシアペナン市に現地法人SATORI ELECTRIC(MALAYSIA)SDN. BHD.を設立

平成６年11月 シンガポールに現地法人SATORI PINICS(SINGAPORE)PTE., LTD.（現連結子会社）を設立

　　　　12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成８年３月 香港に現地法人SATORI AUTOMATICS HONG KONG CO., LTD.（現連結子会社）を設立

平成９年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成10年３月 米国カリフォルニア州に現地法人SATORI ELECTRIC INTERNATIONAL CORP.及びSATORI E-

  TECHNOLOGY（AMERICA）INC.（現連結子会社）を設立

平成12年３月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社（現連結子会社）を設立

　　　　10月 株式会社スター・エレクトロニクス（現連結子会社）を設立

平成13年３月 タイに現地法人SATORI ELECTRIC(THAILAND)CO., LTD.（現非連結子会社）を設立

　　　　６月 佐鳥エス・テック株式会社（現連結子会社）を設立

　　　　８月 中国上海市に現地法人SHANGHAI SATORI CO., LTD.(現連結子会社)を設立

平成14年２月 香港に現地法人SATORI PINICS HONG KONG CO., LTD.(現連結子会社)を設立

　　　　５月 SATORI ELECTRIC INTERNATIONAL CORP.及びSATORI ELECTRIC(AMERICA)INC.をSATORI E-

TECHNOLOGY(AMERICA)INC.に吸収合併

　　　　10月 香港に現地法人SATORI S-TECH HONG KONG CO., LTD.（現非連結子会社）を設立

平成15年５月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定される

　　　　11月

 平成17年５月

当社及び国内子会社６社、株式会社日本環境認証機構よりISO14001認証を取得 

  SATORI ELECTRIC(MALAYSIA)SDN. BHD.を清算

         ６月 佐鳥テクノシステム株式会社を佐鳥エス・テック株式会社に吸収合併

　 中国深セン市に現地法人SATORI S-TECH PRODUCTION MANAGEMENT CONSULTING CO., LTD.

（現非連結子会社）を設立

 　　　　11月 当社及び子会社（国内５社、海外10社）においてISO9001認証を、海外子会社11社において

ISO14001認証をそれぞれ株式会社日本環境認証機構より取得

 平成18年４月 株式会社佐鳥事務所を株式交換により完全子会社化

         ８月  KOREA SATORI CO.,LTD.（現連結子会社）を設立　

 　　　　９月  SATORI PINICS (THAILAND) CO.LTD.（現連結子会社）を設立

 　　　　11月 株式会社佐鳥事務所を佐鳥電機株式会社に吸収合併 

 平成19年６月 佐鳥オートマチックス株式会社を佐鳥電機株式会社に吸収合併　

 平成20年１月 現地法人HONG KONG SATORI CO., LTD.（現連結子会社）は、香港にWillas-Array Electronics

（Holdings）Limitedとの合弁会社であるSAWA Electronics（Holdings）Limitedを設立

　　　   ３月 SAWA Electronics（Holdings）Limitedは、香港に100％出資の子会社SAWA Electronics

（Hong Kong）を設立
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社18社（連結子会社15社）並びに関連会社２社で構成されております。電子部品、電子

機器の専門商社として、ハード及びソフトの自社製品を加え、国内外の電子機器メーカー等の得意先に販売を行ってお

ります。

　当社グループの主な事業内容とそれに係る位置づけは、以下のとおりであります。

事業区分 主要品目 販売会社 開発・生産会社

電子部品 メモリ

マイコン

ASIC

表示素子

半導体素子

電気機材

一般電子部品

スイッチ製品

マイコン・ASIC開発ソフト

当社

佐鳥パイニックス株式会社

株式会社スター・エレクトロニクス

佐鳥エス・テック株式会社

TAIWAN SATORI CO., LTD.

HONG KONG SATORI CO., LTD.

SHANGHAI SATORI CO., LTD.

KOREA SATORI CO., LTD.

SINGAPORE SATORI PTE., LTD.

SATORI E-TECHNOLOGY (AME

RICA) INC.

SATORI ELECTRIC (GERMANY) GmbH.

SATORI AUTOMATICS HONG KONG CO.,

 LTD.

SATORI PINICS (SINGAPORE) PTE., LTD.

SATORI PINICS (THAILAND) CO., LTD.

SATORI PINICS HONG KONG CO., LTD.

佐鳥エス・アイ・シー株式会社

佐鳥エス・テック株式会社

電子機器 情報機器

生産設備機器

情報通信関連製品

PCシステムソフト

OEM量産製品

当社 佐鳥エス・アイ・シー株式会社

佐鳥エス・テック株式会社

（注）１．連結子会社でありました佐鳥オートマチックス株式会社は、平成19年６月1日に佐鳥電機株式会社に吸収合併

いたしました。

２．連結子会社でありますSATORI AUTOMATICS HONG KONG CO., LTD.は、当連結会計年度において連結子会社

でありますHONG KONG SATORI CO., LTD.に業務の移管を行い清算手続中であります。

　

　非連結子会社の名称及び事業内容は、以下のとおりであります。

名称 事業内容

SATORI ELECTRIC (THAILAND) CO.,

 LTD.

SATORI S-TECH HONG KONG CO.,

 LTD.

SATORI S-TECH PRODUCTION

 MANAGEMENT

CONSULTING CO., LTD.

技術サービス及び情報提供

電子部品（主にスイッチ製品）の販売と生産支援

電子部品（主にスイッチ製品）の生産支援

 

　

　関連会社の名称及び事業内容は、以下のとおりであります。

名称 事業内容

 SAWA Electronics (Holdings) Limited

 SAWA Electronics (Hong Kong) Limited

　電子部品及び電子機器の販売

　電子部品及び電子機器の販売

（注）１．関連会社でありますSAWA Electronics (Holdings) Limitedは、平成20年１月18日に設立いたしました。

　　　２．関連会社でありますSAWA Electronics (Hong Kong) Limitedは、平成20年３月18日に設立いたしました。
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　事業の系統図は次のとおりであります。

 

○印は連結子会社　●印は非連結子会社で持分法非適用会社　■印は関連会社で持分法非適用会社
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

会社名 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合

(％)

関係内容

役員の兼任
資金援
助
(百万円)

資金借
入等
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借
等

当社役
員

(人)

当社従
業員

(人)

佐鳥エス・アイ
・シー株式会社

東京都港区
百万円

150
電子部品
電子機器

100 3 1 80 －

当社及び連結子会
社が商品・製品販
売
当社及び連結子会
社に製品販売

有

佐鳥パイニック
ス株式会社
（注）２

東京都港区
百万円

310
電子部品 100 3 － 1,200 －

当社及び連結子会
社が商品・製品販
売
当社及び連結子会
社に商品販売

有

株式会社スター
・エレクトロニ
クス
（注）２

東京都港区
百万円

310
同上 100 2 － 360 －

当社及び連結子会
社が商品販売
当社及び連結子会
社に商品販売

　 有

佐鳥エス・テッ
ク株式会社
（注）２

東京都港区
百万円

350
電子部品
電子機器

100 3 1 － －

当社及び連結子会
社が商品・製品販
売
当社及び連結子会
社に商品・製品販
売

   有　

TAIWAN SATORI
CO.,LTD.
（注）２
（注）５

中華民国台
北市

ＮＴ＄
300,000千

電子部品 100 2 － － －

当社及び連結子会
社が商品販売
当社及び連結子会
社に商品販売

－

HONG KONG 
SATORI 
CO.,LTD.
（注）２
（注）６

香港九龍地
区

ＨＫ＄
80,000千

同上 100 2 － － － 同上 －

SHANGHAI 
SATORI 
CO.,LTD.
（注）４

中華人民共
和国上海市

ＲＭＢ
　1,655千

同上
100
(100)

2 － － －
連結子会社が商品
販売

－

KOREA 
SATORI 
CO.,LTD.
（注）２

大韓民国
ソウル市

Ｗ
3,000,000千

同上 100 2 － － － － －

SINGAPORE 
SATORI 
PTE.,LTD.

シンガポー
ル共和国

ＵＳ＄
1,250千

同上 100 1 － － －

当社及び連結子会
社が商品販売
当社及び連結子会
社に商品販売

－

SATORI E-
TECHNOLOGY
(AMERICA)INC.
（注）２

アメリカ合
衆国ジョー
ジア州

ＵＳ＄
5,000千

同上 100 1 － － －

当社及び連結子会
社が商品・製品販
売
当社及び連結子会
社に商品販売

－

SATORI 
ELECTRIC
(GERMANY)
GmbH.

ドイツ連邦
共和国ヘッ
セン州

ＥＵＲ
920千

同上 100 1 － － －
当社及び連結子会
社が商品・製品販
売

－
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会社名 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合

(％)

関係内容

役員の兼任
資金援
助
(百万円)

資金借
入等
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借
等

当社役
員

(人)

当社従
業員

(人)

SATORI 
AUTOMATICS 
HONG KONG 
CO.,LTD.
　

香港九龍地
区

ＨＫ＄
4,500千

同上
100
 

－ － － － － －

SATORI PINICS
(SINGAPORE)
PTE.,LTD.
（注）４

シンガポー
ル共和国

ＵＳ＄
911千

同上
100
(100)

－ － － －

連結子会社が商品
販売
連結子会社に商品
販売

－

SATORI PINICS
(THAILAND)
CO.,LTD.
（注）４

タイ王国
ＴＨＢ

70,000千
同上

100
(100)

－ － － －
連結子会社が商品
販売

－

SATORI PINICS
HONG KONG 
CO.,LTD.
（注）４

香港九龍地
区

ＨＫ＄
6,000千

同上
100
(100)

－ － － －

連結子会社が商品
販売
連結子会社に商品
販売

－

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５．TAIWAN SATORI CO.,LTD.については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　(1）売上高　　　　 57,986百万円

(2）経常利益　　　 　△45百万円

(3）当期純利益　　　 △56百万円

(4）純資産額　　　　2,938百万円

(5）総資産額 　　　20,956百万円

６．HONG KONG SATORI CO.,LTD.については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　(1）売上高　　　　 32,358百万円

(2）経常利益　　　　　151百万円

(3）当期純利益　　　　131百万円

(4）純資産額　　　　1,630百万円

(5）総資産額 　　　 9,163百万円

(2）持分法適用関連会社

　該当事項はありません。

(3）その他の関係会社

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

佐鳥電機株式会社(E02793)

有価証券報告書

  8/107



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品 212

電子機器 744

全社（共通） 109

合計 1,065

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年５月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

638 38.2 14.0 5,915,501

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．満60歳定年制を採用しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

①　全体の概況

 　　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安と株価低

落、これにともなう米ドル安の進行に加え、史上最高値の更新を続ける原油をはじめとした原材料価格の高騰な

ど、今年に入り先行きは一層不透明感を増してきております。

　 　エレクトロニクス業界におきましては、ユビキタス社会の本格化、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の整備、Ｊ－Ｓ

ＯＸ法の施行にともなう情報セキュリティへの意識の高まりなど、半導体・電子部品需要への追い風はあるもの

の、市場におけるセット価格の低下にともなう半導体・電子部品への価格圧力は一層強まっております。

　 　このような環境の中で当社グループは、Technology、Global、Manufacturingを基本路線とし、成長性拡大、収益性向

上、安定性強化に基づく経営戦略を推進し、企業体質の改善・強化を目指してまいりました。

　 　当連結会計年度の業績につきましては、売上高は2,109億67百万円（前年同期比5.8％減）となりました。利益面に

おきましては、部品価格の下落と、期末月における米ドル安による外貨建債権等の評価損などにより、営業利益は

36億11百万円（前年同期比38.5％減）、経常利益は29億19百万円（前年同期比49.1％減）、当期純利益は15億51百

万円（前年同期比47.2％減）となりました。

　

②　事業の種類別セグメントの業績概況

（電子部品）

  　当連結会計年度は、海外でのＰＣ向け半導体、電子部品が伸長したものの、国内におけるメモリの商流変更によ

る減、デジタルカメラ向け電子部品採用機種の生産減に加え、事務機器向けメモリモジュールやＡＶ機器向け

バッテリの減などにより、売上高は1,879億71百万円（前年同期比6.5％減）となりました。営業利益では、メモリ

はじめ価格競争の激しい海外での販売比率が上昇したことにより、49億85百万円（前年同期比34.7％減）となり

ました。

（電子機器）

 　 当連結会計年度は、低調の続く設備投資環境によるＦＡ・制御機器が微減となったものの、放送局向け設備、ア

ナログ無線、パソコン、サーバなどが増加したことにより、売上高は229億95百万円（前年同期比0.8％増）となり

ました。また営業利益は付加価値の高い特定用途向けＰＣの増加により、5億96百万円（前年同期比220.6％増）と

なりました。

　

③　所在地別セグメントの業績概況

（日本）

　　国内におけるメモリの商流変更による減、デジタルカメラ向け電子部品採用機種の生産減に加え、事務機器向け

メモリモジュールやＡＶ機器向けバッテリの減などにより、売上高は1,242億59百万円（前年同期比10.7％減）、

営業利益は27億96百万円（前年同期比36.2％減）となりました。

（アジア）

　　ＰＣ向け半導体、電子部品が堅調に推移したため、売上高は831億10百万円（前年同期比2.9％増）となりました。

営業利益は価格競争の激化に伴い5億79百万円（前年同期比54.7％減）となりました。

（米州）

　　カーエレクトロニクス向け電子部品の売上が減少し、売上高は19億31百万円（前年同期比22.7％減）となりまし

た。営業利益は利益率の改善により54百万円（前年同期比30.7％増）となりました。

（その他）

　　カーエレクトロニクス向け電子部品の売上が堅調に推移したため、売上高は16億65百万円（前年同期比8.2％

増）、営業利益は93百万円（前年同期比29.9％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、短期借入金の増加及び仕入債務の増

加、税金等調整前当期純利益28億55百万円の計上等による資金の増加はありましたが、長期借入金の減少及び売上

債権の増加等により、前連結会計年度末に比べ39百万円（0.6％）減少し、当連結会計年度末には64億40百万円とな

りました。
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　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は30億50百万円（前連結会計年度は47億58百万円の獲得）となりました。

  これは主に前連結会計年度のキャッシュ・フローと比較し、仕入債務の減少額が増加額に転じたことにより得ら

れた資金が増加したものの、売上債権の減少額及びたな卸資産の減少額が増加額に転じたことにより使用した資金

が増加したことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3億74百万円（前連結会計年度は4億94百万円の獲得）となりました。

　これは主に前連結会計年度のキャッシュ・フローと比較し、投資有価証券の取得による支出の増加及び投資有価

証券の売却による収入の減少により使用した資金が増加したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は38億55百万円（前連結会計年度は36億12百万円の使用）となりました。

　これは主に前連結会計年度のキャッシュ・フローと比較し、長期借入金の返済による支出が増加したものの、短期

借入金の純減少額が純増加額に転じたこと及び長期借入れによる収入の増加により得られた資金が増加したこと

によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品 4,711 104.5

電子機器 3,402 107.5

合計 8,113 105.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

電子部品 187,438 93.5 16,511 97.0

電子機器 22,924 102.3 3,099 97.7

合計 210,362 94.4 19,610 97.1

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品 170,365 95.3

電子機器 18,105 98.8

合計 188,471 95.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品 187,971 93.5

電子機器 22,995 100.8

合計 210,967 94.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

  ２００７年後半からのサブプライムローン問題による米国の金融不安、米ドル安の進行、世界的な株価低迷に加え、

原油をはじめとする原材料費の高騰など、経営環境は一層不透明感を増しております。　

  またエレクトロニクス業界においても、デジタルＡＶ機器、パソコン、事務機器などの生産が好調な動きを見せる一

方、部品価格の下落、為替レートの変動など、業績に対しての変動要素が増大しております。

  こうした事業環境の中、当社の経営基盤をより一層強固なものとし、安定的かつ継続的な業績拡大を維持すること

のできる企業体質を確立するために、
　
 　　 ＜成長性拡大＞　→　付加価値性の高い新規戦略商品の事業拡大とシステム機器事業のパーク拡大

 　　 ＜収益性向上＞　→　佐鳥オリジナル商品開発の継続強化と事業効率向上の推進 　　

　　　＜安定性強化＞　→　事業構成比率のバランス化促進と海外事業収益の安定化 
　
 に基づく経営戦略を継続推進して行くことが重要な課題と位置付けております。

   今後も、当社の既存主力商品である半導体、電子部品等のデザイン・イン強化と並行して「佐鳥だから提供できる

高付加価値の新たな戦略商品」の事業拡大と併せ、安定成長が期待されるカーエレクトロニクス分野への集中を高

めるとともに、システム機器事業のパーク拡大による事業構成比率のバランス化促進を図ってまいります。

 　また収益性の向上を目指して、当社の保有する技術資産及び製造機能を結合させた技術付加価値の高い「佐鳥オリ

ジナル商品（佐鳥ブランド商品）」の開発・拡大を強力に推進するとともに、海外現地法人を含めた各事業の経営

効率化を進め、「事業環境の変化に影響されない安定した事業構造の構築」を目指してまいります。

　

４【事業等のリスク】

  当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあり

ます。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年８月21日）現在において当社グループが

判断したものであります。

　

(1）最終製品の販売動向等について

  当社グループの取扱商品等は、主として電子機器メーカーに販売されており、デジタルカメラ、携帯電話、パソコ

ン及び周辺機器等の製品に使用されておりますが、これら最終製品の販売動向は、流行、競合製品の状況等により大

きく変動する傾向を有しております。また、当社グループの取扱商品等の販売価格は、最終製品の販売動向の他に、

仕入先での生産状況・在庫状況、競合の状況等の影響を受けております。したがって、当社グループの経営成績は、

最終製品の販売動向等による取扱商品等の需要動向、価格動向の影響を受ける可能性があります。

　

(2）特定の仕入先への依存について

 　当社グループは、ＮＥＣエレクトロニクスグループから半導体の仕入を行っており、その仕入高は当社グループの

総仕入高に対する割合が、平成19年5月期及び平成20年5月期においてそれぞれ約４割となっております。したがっ

て、当社グループの経営成績及び財務状況は、ＮＥＣエレクトロニクス株式会社の事業方針の変更等により影響を

受ける可能性があります。

　

(3）技術革新について

 　当社グループが取扱っている電子部品、電子機器は、急速な技術革新、顧客ニーズの変化、新製品・サービスの頻繁

な導入を特徴としております。当社グループでは、顧客ニーズを把握し、グループの持つ商社機能に自社技術を融合

させ付加価値の高い開発ソリューションを提供できるように努めている他、国内外で新たな仕入先の開拓を行い、

取扱商品の拡大を図っております。しかし、当社グループが想定していないような新技術・新商品の出現等により

事業環境が変化した場合、必ずしも迅速には対応出来ない恐れはあります。したがって、このような場合には当社グ

ループの経営成績が影響を受ける可能性があります。
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(4）為替相場について

   当社グループの事業は、アジア地域を中心に海外顧客への商品供給が含まれております。各地域における海外現

地法人の財務諸表は原則として現地通貨で作成後、連結財務諸表作成のため円換算されております。したがって、決

算時の為替レートにより、現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が当社グループの経

営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

  また、当社グループは、外貨建ての売上と仕入の相殺、為替予約取引の利用等により為替レートの変動による影響

を最小限に抑える努力をしておりますが、必ずしもこれを全面的に回避できるものではありません。したがって、為

替レートの変動は当社グループの経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5）カントリーリスク

   当社グループの事業は、日本国内だけでなくアジアを中心として海外の各国で行われております。したがって、海

外の各国における政治・経済状況の変化、法律・税制の改正等により、当社グループの経営成績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。

　

(6）キャッシュ・フローの状況について

 当社グループは、業績の拡大とともに売上債権及びたな卸資産が増加する傾向にあります。売上債権流動化を実

施することにより、売上債権の増加を抑制しておりますが、その増加を全面的に回避できるものではありません。し

たがって、売上債権及びたな卸資産の推移によっては、当社グループの財務状況及び営業キャッシュ・フローの状

況が影響を受ける可能性があります。

　なお、当社は資金調達の機動性と安定性を図るため、取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。
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５【経営上の重要な契約等】

  平成20年５月31日現在における販売等の提携は、次のとおりであります。

契約会社名 提携先 取扱製品 契約の種類

　

　

　

　

　

　佐鳥電機株式会社

ＮＥＣエレクトロニクス

株式会社

マイクロコンピュータ、メモリ、システムＬＳＩ、

個別半導体、光半導体、化合物半導体

販売特約店契

約

日本電気株式会社
汎用コンピュータ、周辺装置、ＩＰネットワーク

機器等

販売特約店契

約

ＮＥＣトーキン株式会社
コンデンサ、センサ、リチウムイオン２次電池、リ

レー、アクチュエータ

販売特約店契

約

住友電気工業株式会社
電子ワイヤー、光システム、テープ部品、プリント

回路基板、化合物半導体、ウェハー
特約販売契約

シーケーディ株式会社 電磁弁、シリンダ、空圧保護機器
代理店基本契

約

　　

株式会社トッパンＮＥＣ

サーキットソリューショ

ンズ　

プリント配線板、半導体パッケージ基板　
販売特約店契

約　

 古野電気株式会社　 全地球測位システム（ＧＰＳ）　
代理店販売基

本取引契約　

 

エルピーダメモリ株式会

社
ＤＲＡＭ 売買基本契約

ＪＵＫＩ株式会社 ＳＭＴ実装装置、その他ＦＡシステム 販売店契約

デンセイ・ラムダ株式会

社
無停電電源装置、スイッチング電源 特約店契約

佐鳥パイニックス株

式会社

　

松下電器産業株式会社 集積回路、半導体素子、一般電子部品、電子機器等
販売代行店契

約

松下制御機器株式会社　
スイッチ、リレー、コネクタ、センサ等各種制御部

品機器　
代理店契約　

パナソニックインダスト

リーセールス株式会社
集積回路、半導体素子、一般電子部品、電子機器等

販売代行店契

約　

 メレキシス社　
自動車用センサ用インターフェースＩＣ、ホール

センサＩＣ　

販売代理店契

約　　

 株式会社スター・エレ

　　

 クトロニクス

Ｘ－ＦＡＢ社　 ＩＣウエハー製造　
販売代理店契

約　　

 ロジャース社　  ＥＬドライバーＩＣ　
販売代理店契

約　　

佐鳥エス・テック株

式会社

　

三洋電機株式会社
電池、充電器、乾電池、コンデンサ、高周波モ

ジュール、スピーカ、チューナー
取引基本契約
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６【研究開発活動】

　当社グループは、商社機能に独自に開発する技術を融合させ、御客様に付加価値の高い開発ソリューションをご提供

できるよう努めております。

　研究開発は、小型・低消費電力のワンセグ放送受信用ワンチップＬＳＩを沖電気工業株式会社との共同開発で進め

ており、加えて当社グループのＲＦ技術を活かしたコンシューマ市場向けの地上デジタル受信ユニット及び無線通信

分野を中心に進めております。また、米国Spectralus社と共に小型緑色レーザモジュールの研究開発を行なっておりま

す。

　当連結会計年度における研究開発の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。なお、研究開

発費は電子部品で45百万円でありますが、課題調査段階の案件は含まれておりません。

　

  ＜地上波デジタル受信ユニット（ISDB-T）の研究開発＞

  ・基礎技術研究におきましては、ISDB-T受信ユニットモジュールの量産試作を用いフィールドにおける、OFDM部のデ

ジタル復調性能の確認、フィールドでのCNRに対するマルチパスに関する影響等を検証いたしました。

  今後は、Tuner部へのオンボード化を進めると共に、Tuner（RF+OFDM）の基礎技術及び製品化への技術フィードバッ

クを行う所存であります。

  ・アルゴリズム開発におきましては、上記のモジュールを使用し、絵＋音の処理以外にEPG＋字幕処理をフィールド上で

検証いたしました。

  地上デジタル受信機（ワンセグ）といたしましては、絵＋音処理とEPG＋字幕処理の開発は完了し、今後は、データ放

送の研究、フレーム補完、画像の拡大後の絵を美しく見せるための技術の研究を進め、デジタル放送受信技術の向上を図

り、市場での差別化技術の向上を促進いたします。

　

  ＜小型緑色レーザモジュールの研究開発＞

  ・基礎技術開発におきましては、平成20年３月末に緑色レーザ用波長変換デバイス（1064nmから532nmに変換する非線

形光学結晶）の評価用サンプルが完成し、平成20年５月末に顧客の性能評価も終了いたしました。

  今後は、同製品の量産体制を構築し、平成21年後半より顧客への量産供給開始を予定しております。

  ・小型緑色レーザモジュールの開発におきましては、電気冷却装置無しの顧客評価用サンプルの完成が当初予定の平成

20年４月末から９月末に変更となりましたが、顧客向けの受注活動を継続しております。

  また、新製品として電気光学変調器の開発を進めており、同変調器を組み込んだ小型緑色レーザモジュールのサンプ

ルは平成21年１月の完成を予定しております。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいております。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年８月21日）現在において当社グループが判断し

たものであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。その具体的な内容につきましては、「第５. 経理の状況」の「１. 連結財務諸表等」中、「連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、過去の

実績や法制度の変更など様々な要因に基づき、見積り及び判断を行っております。実際の結果は、見積り特有の不確

定要素が内在するため、これらの見積りと異なる場合があります。

(2）財政状態の分析

①　資産の状況

　当連結会計年度末における総資産は、908億63百万円（前連結会計年度末850億94百万円）となり、57億69百万円増

加いたしました。

1)流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、794億45百万円（前連結会計年度末725億91百万円）となり、68億54

百万円増加いたしました。その主な要因として、受取手形及び売掛金の増加（66億5百万円）、たな卸資産の増加（2

億15百万円）によるものであり、受取手形及び売掛金の増加は、第４四半期の取引が前連結会計年度同期間と比較

して増加したこと及び回収サイトの変更によるものであります。

2)固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、114億18百万円（前連結会計年度末125億2百万円）となり、10億84

百万円減少いたしました。その主な要因として、投資有価証券の減少（7億98百万円）によるものであり、投資有価

証券の減少は、時価評価差額によるものであります。

②　負債の状況

1)流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、523億64百万円（前連結会計年度末432億46百万円）となり、91億17

百万円増加いたしました。その主な要因として、支払手形及び買掛金の増加（30億89百万円）、短期借入金の増加（

76億51百万円）、一年以内返済予定長期借入金の減少（20億42百万円）によるものであり、支払手形及び買掛金の

増加は、第４四半期の取引が前連結会計年度同期間に比較して増加したこと及び支払サイト変更によるものであり

ます。

2)固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、80億45百万円（前連結会計年度末107億97百万円）となり、27億51

百万円減少いたしました。その主な要因として、長期借入金の減少（13億74百万円）、社債の減少（10億円）による

ものであり、長期借入金及び社債の減少は、返済・償還期限が一年以内になったことによる流動負債への振替によ

るものであります。

③　純資産の状況

　当連結会計年度末における純資産の残高は、304億53百万円（前連結会計年度末310億49百万円）となり、5億95百

万円減少いたしました。その主な要因として、利益剰余金の増加（8億80百万円）、その他有価証券評価差額金の減

少（6億74百万円）、為替換算調整勘定の減少（8億11百万円）によるものであります。

　また、自己資本比率は、33.5％と前連結会計年度比3.0ポイント減少しております。

(3）経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度の売上高は、成長性拡大、収益性向上、安定性強化に基づく経営戦略を推進し、企業体質の改善・強

化に努めてまいりましたが、国内でのメモリ商流変更及びデジタルカメラ関連部品等の減少により、前連結会計年

度に比べ129億61百万円減少し、2,109億67百万円（前連結会計年度比5.8％減）となりました。
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②　営業利益

　当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ22億58百万円減少し、36億11百万円（前連結会計年度比

38.5％減）となりました。その主な要因として、売上高に対する売上原価比率は前連結会計年度に比べ0.7ポイント

上昇し、売上高に対する販売費及び一般管理費比率が前連結会計年度に比べ0.2ポイント上昇したことによるもので

あります。

③　経常利益

　当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ28億12百万円減少し、29億19百万円（前連結会計年度比

49.1％減）となりました。その主な要因として、営業利益の減少（22億58百万円）と、米ドル安の影響をうけたこと

による為替差損の増加（6億74百万円）によるものであります。

④　税金等調整前当期純利益

　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ25億74百万円減少し、28億55百万円（前連結

会計年度比47.4％減）となりました。その主な要因として、経常利益の減少（28億12百万円）によるものでありま

す。

⑤　当期純利益

　当連結会計年度の当期純利益は、税金等調整前当期純利益から法人税、住民税及び事業税、並びに法人税等調整額

を控除した結果、前連結会計年度に比べ13億86百万円減少し、15億51百万円（前連結会計年度比47.2％減）となりま

した。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　「４ 事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループの経営成績等は、最終製品の販売動向等による取扱商品の

需要動向及び価格動向、特定仕入先の事業方針の変更、新技術・新商品の出現等による事業環境の変化、為替レート

の変動、海外における政治・経済の状況の変化及び法律・税制の改正の影響を受ける可能性がありますが、リスク

管理を徹底し、それらを可能な限り防止、分散あるいは回避するよう努めてまいります。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　当社グループの資金の状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度における資金の支出は、

前連結会計年度に比べ78億8百万円減少の30億50百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少額が増加額に転

じたことにより得られた資金が増加したものの、売上債権の減少額及びたな卸資産の減少額が増加額に転じたこと

により使用した資金が増加したことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度における資金の支出は、前連結会計年度に比べ8億68百

万円増加の3億74百万円となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入の減少及び有形固定資産の取得

による支出の増加により使用した資金が増加したことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度に得られた資金は、前連結会計年度に比べ74億67百万円

増加の38億55百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出の増加により使用した資金が増加し

たものの、短期借入金の純減少額が純増加額に転じたこと及び長期借入れによる収入の増加により得られた資金が

増加したことによるものであります。

　この結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ39百万円減少の64億40百万円と

なりました。

②　資金需要

　当社グループの資金需要のうち主なものは、商品の購入のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用によるもので

あります。販売費及び一般管理費等の主なものは、人件費であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  　当社グループの当連結会計年度の設備投資は、品質管理向上の一環としての作業環境改善設備及びソフトウェア資

　産の取得を中心に実施しました結果、設備投資は、183百万円となりました。

　　なお、事業の種類別セグメントの設備投資の内訳は、次のとおりであります。　

電子部品 99百万円

電子機器 77百万円

全社 7百万円

合計    183百万円

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年５月31日現在

事業所名
（所　 在　 地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳　　簿　　価　　額

従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

機械及び
装置
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

工具器具
備品　　　　
その他
（百万円）

ソフト
ウェア
（百万円）

合計
（百万円）

本館

(東京都港区)

電子部品

電子機器

全社

全社総括業務

・販売業務施

設

1,240 7 28
630

　(714.13）
44 42 1,992 305

芝別館

(東京都港区)

電子部品

電子機器

全社

全社総括業務

・販売業務施

設

259 3 　　　－

　  　－

〔813.98〕

　

198 61 523 98

千草台別館

(横浜市青葉区)
電子機器

開発・設計・

製造業務施設 
82 0 　    － 

244

 (1,592.00)
2 　　  － 330 　－

高崎支店

(群馬県高崎市)

電子部品

電子機器
販売業務施設 256 2 2

188

 (1,486.13)
10 　    － 460 19

(2）国内子会社
　 平成20年５月31日現在

会社名
事業所名

(所 在 地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳　　簿　　価　　額

従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

機械及び
装置
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

工具器具
備品　　　　
その他
（百万円）

ソフト
ウェア
（百万円）

合計
（百万円）

佐鳥エス・

テック株式会

社

本社

菊名事業所

(横浜市港北

区)

電子部品

スイッチ

設計開発

・販売業

務施設

51 0 3
95

  (495.86)  
13 39 204 40

佐鳥エス・

テック株式会

社

通信・制御

機器事業部

福島工場

(福島県二本

松市）

電子機器
製品製造

施設
46 6 2

73

(15,375.92)
41 　    － 170 33

(3）在外子会社
　 平成20年５月31日現在
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会社名
事業所名

(所 在 地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳　　簿　　価　　額

従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

機械及び
装置
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

工具器具
備品　　　　
その他
（百万円）

ソフト
ウェア
（百万円）

合計
（百万円）

HONG KONG 

SATORI

CO.,LTD.

香港佐鳥

(香港九龍地

区)

電子部品
販売業務

施設
438 　    － 　    － 　    － 47 　    － 486 53

　（注）１．金額は有形固定資産の帳簿価額で消費税等は含まれておりません。

２．芝別館土地面積の[ ]内は賃借中のものであり、年間賃借料は19百万円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

      該当事項はありません。

　

      （２）重要な設備の除却等

      該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,000,000

計 69,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月21日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 17,946,826 17,946,826
東京証券取引所市

場第一部
－

計 17,946,826 17,946,826 － －

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 

平成16年８月18日定時株主総会決議（平成16年10月15日付与）

 
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 1,230 　             同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －               　－ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式                同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）                    123,000                同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,477　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 同左

新株予約権の行使期間 
自　平成18年９月１日

至　平成20年９月30日 
               同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格             1,477

資本組入額　           739
               同左 

新株予約権の行使の条件 （注）1、2、3、4                同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。 
               同左 

代用払込みに関する事項            　－                同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項            　－                同左       

（注）１. 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたときは、それ以降本新株予約権を行使することは

　　できないものとする。　

３．当社が他社の完全子会社となる株式交換契約書又は株式移転に関する事項が株主総会で承認されたときは、

　  それ以降本新株予約権を行使することはできないものとする。　

４．その他の権利行使の条件については、当社第62回定時株主総会及びその後の取締役会決議に基づき、当社と

　　割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。　　

②　旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

          該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年２月19日

（注１） 
1,400,000 14,231,423 827 2,314 824 2,457

平成16年３月19日

（注２）
200,000 14,431,423 118 2,432 117 2,575

平成15年６月１日

～平成16年５月31 

日（注３） 

16,996 14,448,419 12 2,445 12 2,588

平成16年６月１日

～平成17年５月31

日（注４、５）

3,032,407 17,480,826 88 2,533 90 2,678

平成18年４月28日 

（注６）
361,000 17,841,826            － 2,533 850 3,529

平成18年６月１日

～平成19年５月31

日（注７） 

101,500 17,943,326 75 2,608 74 3,603

平成19年６月１日

～平成20年５月31

日（注７）　

3,500 17,946,826 2 2,611 2 3,606

    (注） １．有償一般募集

　　　　　　　 　発行価格　           1,247円

　　　　　　　　 資本組入額　　　　 　　591円　

　　　　　２．有償第三者割当　　　　　　

　　　　　　　　 発行価格　　　 　 1,180.13円

　　　　　　　　 資本組入額　　　 　　　591円

　　　　　　　　 割当先　　　大和証券エスエムビーシー株式会社

　　　　　３．新株引受権行使

　　　　　　　　 発行価格　　　　　1,482.60円

　　　　　　  　 資本組入額　　　　　　 742円

       　 ４．株式分割（1:1.2）による増加　 　2,889,683株

          ５．新株引受権の行使による増加　　　　142,724株

　　　　　　　　　　　　 　　発行価格　　　　  1,235.50円

　　　　　　　　　　　　　　 資本組入額　　　   　　618円

                             新株引受権の資本準備金組入額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1百万円

　６．株式交換による増加　　　　　　　　361,000株

　　　　　 　　　株式交換の資本準備金組入　

              　　　　　　　　　　　850百万円

  ７．新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。　　　　　　　　　　　
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年５月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 　　　　－　 38 33 52 84 　　　　－　 4,198 4,405 　　　－　　

所有株式数

（単元）
　　　　－　 50,751 2,591 17,789 17,005 　　  　－　 90,734 178,870 59,826

所有株式数の

割合（％）
　　　　－　　 28.37 1.45 9.95 9.51 　　  　－　　 50.72 100.00 　　   － 

　（注）　１．自己株式387,914株は、「個人その他」に3,879単元、「単元未満株式の状況」に14株を含めて表示して　　　

　おります。　

　２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ19

　単元及び88株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,081 6.02

佐鳥　経子 東京都中央区 886 4.94

有限会社佐鳥コーポレーション 東京都港区芝一丁目14番10号 880 4.91

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 777 4.33

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 583 3.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  537 2.99

山田　哲也 東京都江戸川区 510 2.84

佐鳥電機社員持株会 東京都港区芝一丁目14番10号 475 2.65

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（住友信託銀行再信託分・

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社退

職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 358 2.00

藤井　玲子 神奈川県横浜市青葉区 267 1.49

 計 － 6,357 35.42

　（注）１．上記のほか、当社名義の自己株式が、387千株（持株比率2.16％）あります。　　　　　　　　　　　　　
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 　　 　２．バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイほか２名を共同保有者とするバークレイズ・グロ　

　　　 　 ーバル・インベスターズ株式会社から平成20年５月19日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年５

　　    　月12日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当連結会計

　　　　  期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所  保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％） 

 バークレイズ・グローバル・

インベスターズ株式会社
 東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 611,400 3.41

 バークレイズ・グローバル・

インベスターズ、エヌ・エイ

 米国 カリフォルニア州 サンフラン

シスコ市 フリーモント・ストリート

45　

235,780 1.31

 バークレイズ・グローバル・

インベスターズ・リミテッド

 英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント

コート１ 
155,000 0.86

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式                   －                  －                 －

議決権制限株式（自己株式等）                   －                 －                 －

議決権制限株式（その他）                    －                 －                 －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      387,900                 －                 －

完全議決権株式（その他） 普通株式   17,499,100 174,972                 －

単元未満株式 普通株式   　  59,826                 －                 －

発行済株式総数 17,946,826                 －                 －

総株主の議決権                    －  174,972                 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株含まれております

が、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個を含めておりま

せん。

②【自己株式等】

　 平成20年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

佐鳥電機株式会社
東京都港区芝一丁

目14番10号
387,900 　          －  387,900 2.16

計           　　－  387,900 　          －  387,900 2.16
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　　当社は、ストックオプション制度を採用しております。　　

  　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年８月18日第62回定時株主総会終

  結の時に在任する当社及び当社子会社取締役（社外取締役を除く）及び同日現在在籍する当社使用人のうち資

  格を有する者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年８月18日の定時株主総

  会において特別決議されたものであります。

　　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成16年８月18日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社取締役　　　30名　　（注１）

当社及び当社子会社従業員　　　12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注３）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上

代用払込みに関する事項  同上

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上

（注）１．当初の付与対象者は43名ですが、１名失効したため、当事業年度末現在は42名となっております。

 　 　２．当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割又は併合の時点で

行使されていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整します。ただし、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率 

また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本減少をする場合、その他これらの場合に準じて付与

株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で付与株式数は調整されるものとします。

 　　 ３．新株予約権の発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調　整す

るものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  
  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　　　　また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本減少をする場合、その他これらの場合に準じて行使

時の払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込金額は調整されるものとします。
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２【自己株式の取得等の状況】

　 【株式の種類等】　　　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得　　

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　   該当事項はありません。

　

 （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　  会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数 価額の総額（円）

 株主総会での決議状況 　                                － 　                                －

 当事業年度前における取得自己株式 　                                － 　                                －

 当事業年度における取得自己株式 529 731,422

 残存授権株式の総数及び価額の総額 　                                － 　                                －

 当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 　                                － 　                                －

 当期間における取得自己株式 62 48,236

 提出日現在の未行使割合（％） 　                                － 　                                －

　（注）当期間における取得自己株式には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　　買取りによる株式は含めておりません。　　　　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

               区分 

当事業年度 当期間 

  株式数（株）
 処分価額の総額

　　　（円）　　　　
 　株式数（株）

 処分価額の総額

　　　（円）　　　

 引き受ける者の募集を行った取得自己株 

 式 
　               － 　               － 　               － 　               －

 消却の処分を行った取得自己株式 　               － 　               － 　               － 　               －

 合併、株式交換、会社分割に係る移転を

 行った取得自己株式　
　            － 　               － 　               － 　               －

  そ の 他

　（ ─ ）　
　               － 　               － 　               －                　－

  保有自己株式数 387,914 　            － 387,976 　　          －

  （注）当期間における保有自己株式数には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　　買取りによる株式は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、配当政策を経営上の重要課題と位置づけており、株主への安定的かつ継続的な配当をする株主還元と、財務

体質の強化及び今後の事業展開に備えるための内部留保とをバランス良く実施していくことを基本方針としており

ます。また、当面の連結当期純利益に対する配当性向については、従来の20％以上を30％以上とし、業績に連動した配

当を実施することを目標といたします。

　上記の方針に基づき、期末配当金は当初の予定通り１株につき18円とし、中間配当金とあわせた年間配当金は36円と

いたしました。

  当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨定款に定めております。

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
　配当金の総額

（百万円）

　１株当たり配当額

（円）

 平成20年１月18日

 取締役会決議
316 18

 平成20年７月15日

 取締役会決議
316 18

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高（円）
2,235

□1,627
1,639 2,650 2,315 1,943

最低（円）
817

□1,520
1,238 1,386 1,460 745

　（注）１．最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．□印は株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月 平成20年４月 平成20年５月

最高（円） 1,322 1,056 1,044 955 887 935

最低（円） 1,049 791 913 745 775 843
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

代表取締役 社　　長 植田　一敏
昭和21年

10月21日生

昭和47年４月 当社入社

平成４年２月 海外営業本部長兼海外管理部長

平成５年８月 取締役海外営業本部長

平成８年８月 常務取締役海外営業本部長

平成12年４月 専務取締役電子デバイスマーケティング、電子デバ

イス国内・海外営業、ＮＢ統轄

平成14年６月 取締役副社長営業総轄

平成15年８月 代表取締役社長（現任）

平成17年６月 佐鳥エス・テック株式会社代表取締役会長（現任）

平成17年８月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社代表取締役会長（現

任）

平成17年８月 株式会社スター・エレクトロニクス代表取締役会長

（現任）

平成18年８月 佐鳥パイニックス株式会社代表取締役会長（現任）

(注)２ 46

代表取締役

専　　務

執行役員

管理総轄

折田　幸一
昭和23年

１月20日生

昭和59年３月 当社入社

平成12年４月 スイッチ事業本部長

平成13年６月 佐鳥エス・テック株式会社代表取締役専務

平成16年８月 佐鳥エス・テック株式会社代表取締役社長

平成17年８月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社取締役

平成19年７月 当社顧問

平成19年８月 専務取締役管理総轄

平成19年８月 佐鳥パイニックス株式会社監査役

平成19年８月 株式会社スター・エレクトロニクス監査役

平成19年８月 佐鳥エス・テック株式会社取締役

平成20年８月 当社代表取締役専務執行役員管理総轄（現任）

(注)２ 20

取締役

専　　務

執行役員

営業総轄

佐藤　龍郎
昭和22年

11月５日生

昭和41年４月 日本電気株式会社入社

平成17年４月 当社入社

平成17年４月 電子デバイス・国内統括常務取締役付

平成17年８月 常務取締役国内電子デバイス営業統括

平成18年８月 常務取締役営業総轄

平成19年８月 専務取締役営業総轄

平成20年８月 取締役専務執行役員営業総轄（現任）

(注)２ 2

取締役

常　　務

執行役員

機器・部材

事業統括

山田　貴英
昭和25年

２月３日生

昭和47年４月 当社入社

平成11年６月 電子デバイス第二営業本部長

平成15年８月 取締役電子デバイス・国内営業担当、電子デバイス

第二営業本部長

平成18年８月 常務取締役システム・ソリューション統括

平成19年６月 常務取締役システム・ソリューション、制御機器統

括

平成19年８月 佐鳥エス・テック株式会社取締役（現任）

平成20年８月 当社取締役常務執行役員機器・部材事業統括（現

任）

(注)２ 9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

取締役

常　　務

執行役員

海外事業統

括

佐鳥　浩之
昭和41年

７月13日生

平成元年４月 日本電気株式会社入社

平成７年９月 当社入社

平成13年６月 電子デバイス第三営業本部ＭＣ営業部長

平成14年８月 取締役海外担当

平成14年８月 SATORIE-TECHNOLOGY(AMERICA)INC.取締役会

長（現任）

平成14年８月 SATORIELECTRIC(GERMANY)GmbH.取締役社長

（現任）

平成17年８月 HONG KONG SATORI CO,.LTD.取締役社長

平成19年８月 当社常務取締役アジア事業統括

平成20年８月 取締役常務執行役員海外事業統括（現任）

(注)２ 202

取締役

常　　務

執行役員

電子デバイ

ス事業統括

田邊　安保
昭和27年

１月18日生

昭和50年４月 当社入社

平成13年８月 電子デバイス第三営業本部長

平成16年６月 電子デバイス第一営業本部長

平成17年８月 取締役国内電子デバイス第一営業本部担当

平成18年８月 取締役国内電子デバイス担当

平成20年６月 取締役電子デバイス担当

平成20年８月 取締役常務執行役員電子デバイス事業統括（現任）

平成20年８月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社取締役（現任）

(注)２ 4

取締役

執行役員

総務・人事

担当

片栁　幸一
昭和23年

１月３日生

昭和45年４月 当社入社

平成14年６月 マーケティング本部長兼第二部長

平成15年６月 総務本部長兼人事部長

平成17年８月 取締役総務・人事担当

平成20年８月 取締役執行役員総務・人事担当（現任）

(注)２ 19

取締役  鈴木　英次
昭和23年

２月12日生

昭和45年４月 東京三洋電機株式会社入社

平成４年６月 当社入社

平成９年６月 電子デバイスシステム技術本部長兼システム技術部

長

平成15年８月 取締役電子デバイスシステム技術本部長兼技術開発

部長兼大阪支社システム技術部長

平成17年８月 常務取締役電子デバイス・システム技術統括

平成17年８月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社取締役

平成20年６月 当社常務取締役技術統括

平成20年６月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社代表取締役社長（現

任）

平成20年８月 当社取締役（現任）

(注)２ 11

常勤監査役  松村　正信
昭和21年

１月16日生

昭和43年４月 当社入社

平成２年６月 電子デバイス第三営業本部長兼民生デバイス部長

平成９年６月 電子デバイス営業開発本部長兼開発部長

平成10年８月 常勤監査役（現任）

(注)３ 19

常勤監査役  渡部　裕吉
昭和25年

３月22日生

昭和45年４月 当社入社

平成12年４月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社経営管理部長

平成14年８月 佐鳥エス・アイ・シー株式会社取締役経営管理部長

平成18年８月 当社常勤監査役（現任）

(注)３ 9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

監査役  宇野　皓三
昭和８年

７月３日生

昭和38年８月 公認会計士登録

昭和44年７月 監査法人朝日会計社（現あずさ監査法人）代表社員

昭和49年５月 公認会計士宇野皓三事務所開設

平成５年10月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）副理事長

平成９年５月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）理事長

平成11年５月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）会長

平成15年８月 当社監査役（現任）

平成16年６月 伯東株式会社取締役（現任）

平成17年６月 株式会社角川グループホールディングス社外監査役

（現任）

(注)４ 0

監査役  茶谷　篤
昭和26年

６月３日生

昭和60年４月 弁護士登録

昭和60年４月 辯護士永野・真山法律事務所入所

平成10年１月 辯護士真山・茶谷法律事務所に名称変更

平成15年８月 当社監査役（現任）

(注)４ 0

計 346

　（注）１．監査役　宇野皓三及び茶谷篤は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．平成20年８月21日開催の定時株主総会の終結のときから１年間

　　　　３．平成20年８月21日開催の定時株主総会の終結のときから４年間

　　　　４．平成19年８月23日開催の定時株主総会の終結のときから４年間

　　　　５．当社は、執行役員制度を導入しており、上述の役員の他に８名の執行役員がおります。なお、提出日現在

　　　　　　における取締役兼務者以外の執行役員は次のとおりです。

　　　　　　岡田敏雄、小原直樹、細谷豊造、重実隆利、伊瀬孝史、渡辺孝則、増田利勝、秋本　豊

　　　　６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監

　　　　　　査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株
式数
（千株）

的井　保夫
昭和19年

12月26日生

昭和43年４月 日本電気株式会社入社

平成19年６月 同社　取締役執行役員専務退任

平成19年６月 アンリツ株式会社社外監査役（現任）

平成19年６月 株式会社明電舎社外取締役（現任）

0
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主、取引先、社員、社会という全てのステークホルダーに支えられた存在であり、経営環境の変化に対応

して企業間競争に打ち勝って成長発展するため、透明性の高い強固な経営組織の充実に努めております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社の機関の内容

1.当社の取締役会は、13名(平成20年５月31日現在)の取締役で構成され、迅速で効率的な経営に努めております。

2.当社の監査役会は、２名の社外監査役を含む４名の監査役で構成されております。なお、社外監査役２名のうち１

名は、公認会計士の資格を有しており、１名は弁護士の資格を有しております。

3.当社は、取締役会の意思決定および業務執行の「監督機能」と「執行機能」を分離し、取締役会の機能強化を図

り、それぞれの機能に関わる責任を明確化するため、平成20年６月１日付で執行役員制度を導入いたしました。

　当社の経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の概要は、次のとおりであります。

②　内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

　当社は、「内部統制システムの構築の基本方針」について、本年6月27日開催の取締役会において以下のとおり改

訂の決議を行っております。

1.取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

１）当社および当社の子会社（以下「佐鳥グループ」という）における企業倫理の確立ならびに取締役および

使用人による法令、定款、社内規程および社会規範の遵守を確保するため、「佐鳥グループ企業行動倫理規

範」を制定し、その周知徹底と遵守を図るものとする。

２）代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク委員会」を設置し、コンプライアンス体制の整

備および維持を図ることとし、必要に応じて取締役および使用人に対する啓発活動や研修を行う。

３）代表取締役社長直轄の監査室は、定期的に内部監査を実施し、全ての業務が法令、定款、社内規程に準拠し、適

正かつ妥当に行われているかを監査する。

４）取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、

直ちに監査役および代表取締役社長に報告するとともに、遅滞なく最高経営会議において報告する。
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５）「社内通報規程」に基づき、法令違反その他社会倫理上疑義のある行為等について、使用人が人事部および

社外の弁護士に直接通報することができる仕組みを整備し、運用する。

６）当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては、一切の関係を遮断し、不当な要求

に対しては断固として応じず、毅然とした態度で対応する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、その内容に応じて適切かつ検索性の高い

状態で確実に保存・管理することとする。

　また、当該情報の取扱いについては、「情報セキュリティ規程」に基づき、適切なセキュリティを実施するもの

とする。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）リスク管理の基本的事項を「リスク管理規則」に定め、当該規則に従い、リスク管理体制を整備・構築する。

２）リスクの分類毎に担当部署を定め、各担当部署は、当該リスクの予防に関する方策を立案し、その実行にあた

るとともに、リスク管理状況を継続的にモニタリングする。

３）リスクが現実に生じた場合における緊急時対策、損害拡大防止対策、復旧対策および再発防止対策を内容と

する諸規程を整備し、迅速かつ適切に対処することにより損失の最小化に努める。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、定時取締役会を月１回開

催するほか、当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、事前に代表取締役社長、取締役、

常勤監査役、その他代表取締役社長が指名する者等によって構成される最高経営会議の審議を経て業務執行

の決定を行うこととする。

２）取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」および「職務権限規程」等において、担当

部署、責任者および執行手続きを定めることとする。

5.当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）「佐鳥グループ企業行動倫理規範」を佐鳥グループ全体の行動規範とし、企業集団としての業務の適正と効

率化を確保するために必要な諸規程を整備することとする。

２）子会社は、「子会社管理規程」に定める重要事項につき、当社の事前承認および当社への報告を要するもの

とする。なお、子会社は、当社の子会社に対する経営管理および経営指導が法令に違反し、社会規範上疑義が

あると認めたときには、監査室ならびに監査役に報告し、当社に対し意見を述べることができるものとする。

３）監査室は、佐鳥グループ各社に対して内部監査を実施し、佐鳥グループの業務全般にわたる内部統制の有効

性と妥当性を確保する。

４）佐鳥グループは、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性を確保するため、健全な内部統制環境の確

保に努め、全社レベルで統制活動を強化し、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適

切な運用に努める。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびに当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社の使用人から補助者を任命することと

する。当該使用人の人事異動および人事考課等については監査役会の同意を得た上で決定することとし、取締役

からの独立を確保するものとする。なお、当該使用人は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。

7.取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制ならびに監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制

１）取締役および使用人は当社の業務または業績に重要な影響を与える事項について、遅滞なく監査役に報告す

るものとする。また、これに係わらず、監査役は必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めるこ

とができるものとする。

２）監査役会は、代表取締役社長、監査室および会計監査人と定期的に意見交換会を開催する。
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(3）内部監査、監査役監査および会計監査の状況

①　内部監査の状況

　内部監査の組織である代表取締役社長直属の「監査室」（６名）を設置し、法令遵守、内部統制の有効性と効率

性、リスクマネジメントの検証等について、当社各部門および子会社の監査を定期的に実施し、チェック・指導する

体制をとっております。

②　監査役監査の状況

　監査役会は４名のうち２名が社外監査役であり、専門性があり、当社の経営をその専門的知識や経験から監視、監

査できる人材を選任しております。各監査役は、監査役会が定めた監査計画、監査の方針、職務分担などに従い、取締

役の業務執行の適法性ならびに効率性、妥当性について監査しております。なお、定例の監査役会において、相互に

職務の状況について報告を行うことにより監査業務についての情報を共有化しております。

③　会計監査の状況

　会計監査人については、あずさ監査法人に委嘱し、継続して会社法監査および金融商品取引法監査を受けており、

当社は正確かつ迅速な経営情報・財務情報の提供に配慮しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：中里猛志、和田正夫、草野和彦

　なお、監査年数は７年を経過していないため、記載を省略しております。

　また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補２名であります。

　監査役会、監査室および会計監査人とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監

査の実効性と効率性の向上を目指しております。

(4）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

　当社では、社外監査役２名を選任しており、社外監査役１名の属する法律事務所と顧問契約をしている他、社外監

査役およびその近親者ならびにそれらが取締役に就任する会社との人事、資金、技術および取引等の関係はありま

せん。また、当社の社外監査役は当社および当社子会社の出身ではありません。

(5）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況

①　当連結会計年度において、「取締役会」を14回、「監査役会」を14回、「常務会」を12回、「連結社長会」を12回開

催しております。

　なお、本年6月1日付で、当社グループ会議運営要領を改訂し、「常務会」を「最高経営会議」、「連結社長会」を

「連結経営会議」に変更しております。

②　社長直轄組織である監査室のスタッフを増員し、監査役と連携し、国内外の子会社も含めた内部監査を充実してお

ります。

③　代表取締役から監査役会への定期報告会を概ね四半期毎に開催することとし、実施しております。

④　当連結会計年度において、ＩＲ活動の一環として決算および中間決算説明会を開催し、投資家の皆様の声を適切に

反映するよう努めております。

(6）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、「佐鳥グループ企業行動倫理規範」に則り、誠実で倫理的な事業活動を行うことを基本方針とし、社会の

秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断いたします。

②　反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

　当社では、総務部が関係行政機関等からの情報収集に努めるとともに、社内関連部門と連携し、反社会的勢力を排

除する体制の整備を進めております。

　また、研修等を通じ、上記の「佐鳥グループ企業行動倫理規範」を佐鳥グループの役員および社員へ継続的に周知

徹底し、反社会的勢力との関係排除に向け、グループ全体で企業倫理の浸透に取り組んでおります。
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(7）役員報酬等の内容

　当社が当事業年度に取締役および監査役に支払った報酬等は次のとおりであります。

取締役13名　　337百万円　　　　監査役４名（うち社外監査役２名）　　52百万円（７百万円）

　（注）1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人兼務分給与は含まれておりません。

2.取締役の報酬限度額は、平成18年８月30日開催の第64回定時株主総会において年額600百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

3.監査役の報酬限度額は、平成18年８月30日開催の第64回定時株主総会において年額60百万円以内と決

議いただいております。

4.当事業年度に係る役員賞与は、支給しておりません。

(8）監査報酬等の内容

　当社が会計監査人に支払うべき監査報酬等は次のとおりであります。

①　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　33百万円

②　上記以外の報酬　　6百万円

(9）取締役会にて決議できる株主総会決議事項

　当社は、機動的な剰余金の配当および自己株式の取得の実施を可能とするため、会社法第459条第１項各号に定め

る事項について、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によりできる旨を定

款に定めております。

　また、当社は、取締役および監査役が期待される役割を充分に発揮できるように、会社法第426条第１項の定めに基

づき、取締役会の決議をもって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査

役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

(10）取締役の定数

　当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

　なお、平成20年８月21日開催の第66回定時株主総会において、取締役の員数を15名以内とする定款変更の決議をい

ただいております。

(11）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

(12）株主総会の特別決議要件

　当社は、特別決議の定足数を緩和して株主総会の円滑な運営を可能とするため、会社法第309条第２項に定める特

別決議に関しては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（自 平成19年６月１日 至 平成20年５月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（自 平成19年６月１日 至 平成20年５月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。　

　

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）の

連結財務諸表及び第65期事業年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）の連

結財務諸表及び第66期事業年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）の財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   6,529   6,507  

２．受取手形及び売掛金 ※３  51,462   58,067  

３．有価証券   10   1  

４．たな卸資産   12,329   12,544  

５．繰延税金資産   780   750  

６．その他   1,560   1,725  

貸倒引当金   △82   △152  

流動資産合計   72,591 85.3  79,445 87.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 5,087   4,998   

減価償却累計額  2,038 3,048  2,161 2,836  

(2）工具器具備品及びその他の有形
固定資産

 2,398   2,362   

減価償却累計額  1,105 1,292  1,152 1,210  

(3）土地 ※４  1,826   1,826  

(4）建設仮勘定   20   14  

有形固定資産合計   6,188 7.3  5,888 6.5

２．無形固定資産   1,375 1.6  1,321 1.5

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  3,707   2,909  

(2）長期貸付金   16   7  

(3）繰延税金資産   352   521  

(4）その他   1,141   963  

貸倒引当金   △279   △192  

投資その他の資産合計   4,938 5.8  4,208 4.6

固定資産合計   12,502 14.7  11,418 12.6

資産合計   85,094 100.0  90,863 100.0

　 　       

 

EDINET提出書類

佐鳥電機株式会社(E02793)

有価証券報告書

 37/107



  
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※2,3  26,823   29,912  

２．短期借入金   4,695   12,346  

３．一年以内返済予定長期借入金   8,220   6,177  

４．一年以内償還予定社債   －   1,000  

５．未払法人税等   1,083   419  

６．未払費用   1,385   1,191  

７．役員賞与引当金   75   5  

８．その他   962   1,311  

流動負債合計   43,246 50.8  52,364 57.6

Ⅱ　固定負債        

１．社債   1,000   －  

２．長期借入金   6,274   4,900  

３．退職給付引当金   2,447   2,426  

４．繰延税金負債   151   35  

５．再評価に係る繰延税金負債 ※４  138   138  

６．その他   784   545  

固定負債合計   10,797 12.7  8,045 8.9

負債合計   54,044 63.5  60,410 66.5

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,608 3.1  2,611 2.9

２．資本剰余金   3,605 4.2  3,608 4.0

３．利益剰余金   25,189 29.6  26,070 28.7

４．自己株式   △878 △1.0  △879 △1.0

株主資本合計   30,525 35.9  31,410 34.6
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前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   936 1.1  261 0.3

２．繰延ヘッジ損益   △8 △0.0  △2 △0.0

３．土地再評価差額金 ※４  △474 △0.6  △474 △0.5

４．為替換算調整勘定   71 0.1  △740 △0.9

評価・換算差額等合計   523 0.6  △956 △1.1

純資産合計   31,049 36.5  30,453 33.5

負債純資産合計   85,094 100.0  90,863 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   223,928 100.0  210,967 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  205,320 91.7  194,941 92.4

売上総利益   18,607 8.3  16,026 7.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．販売手数料  28   15   

２．荷造運送費  910   1,011   

３．旅費交通費  575   518   

４．貸倒引当金繰入額  －   29   

５．給与手当等  7,150   6,988   

６．退職給付費用  232   249   

７．役員賞与引当金繰入額  90   5   

８．役員退職慰労引当金繰入額  34   －   

９．賃借料  976   991   

10．減価償却費  411   339   

11．その他 ※２ 2,328 12,738 5.7 2,264 12,414 5.9

営業利益   5,869 2.6  3,611 1.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  77   88   

２．受取配当金  33   43   

３．仕入割引  153   192   

４．受取手数料  47   －   

５．受取補償金  －   82   

６．その他  125 437 0.2 226 633 0.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  322   384   

２．為替差損  142   816   

３．債権売却損  62   －   

４．その他  46 574 0.2 123 1,324 0.6

経常利益   5,731 2.6  2,919 1.4

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 9   2   

２．投資有価証券売却益  443   118   

３．その他  24 477 0.2 － 121 0.1
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前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ 12   －   

２．固定資産除却損 ※５ 16   2   

３．投資有価証券評価損 　 －   183   

４．厚生年金基金脱退一時金 　 737   －   

５．その他  13 780 0.4 － 185 0.1

税金等調整前当期純利益   5,429 2.4  2,855 1.4

法人税、住民税及び事業税  1,899   1,277   

法人税等調整額  591 2,490 1.1 25 1,303 0.7

当期純利益   2,938 1.3  1,551 0.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等
純 資 
産
合　　計資 本 金

資  　本
剰 余 金

利  　益
剰 余 金

自己株式 
株主資本
合　　計

その他有
価証券評
価差額金

繰  　延
ヘ ッ ジ
損　  益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合　　計

平成18年５月31日残高

（百万円）
2,533 3,530 22,834 △877 28,021 782 0 △474 △470 △163 27,858

連結会計年度中の変動額            

新株の発行 75 74   149      149

剰余金の配当   △296  △296      △296

剰余金の配当

（中間配当）
  △280  △280      △280

当期純利益   2,938  2,938      2,938

自己株式の取得    △1 △1      △1

従業員賞与   △5  △5      △5

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動額

（純額）

     153 △8 － 541 687 687

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
75 74 2,355 △1 2,504 153 △8 － 541 687 3,191

平成19年５月31日残高

（百万円）
2,608 3,605 25,189 △878 30,525 936 △8 △474 71 523 31,049

　（注）　従業員賞与は、海外子会社の定款に基づき利益処分したものであります。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等
純 資 
産
合　　計資 本 金

資  　本
剰 余 金

利  　益
剰 余 金

自己株式 
株主資本
合　　計

その他有
価証券評
価差額金

繰  　延
ヘ ッ ジ
損　  益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合　　計

平成19年５月31日残高

（百万円）
2,608 3,605 25,189 △878 30,525 936 △8 △474 71 523 31,049

連結会計年度中の変動額            

新株の発行 2 2   5      5

剰余金の配当   △351  △351      △351

剰余金の配当

（中間配当）
  △316  △316      △316

当期純利益   1,551  1,551      1,551

自己株式の取得    △0 △0      △0

従業員賞与   △4  △4      △4

その他   △0  △0      △0

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動額

（純額）

     △674 5 － △811 △1,480 △1,480

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
2 2 880 △0 884 △674 5 － △811 △1,480 △595

平成20年５月31日残高

（百万円）
2,611 3,608 26,070 △879 31,410 261 △2 △474 △740 △956 30,453

　（注）　従業員賞与は、海外子会社の定款に基づき利益処分したものであります。
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,429 2,855

減価償却費  488 448

貸倒引当金の増加額（△減少額）  △58 21

役員賞与引当金の減少額  △11 △70

退職給付引当金の減少額  △777 △12

役員退職慰労引当金の減少額  △405 －

受取利息及び受取配当金  △110 △131

仕入割引  △153 △192

支払利息  322 384

有形固定資産売却益  △9 －

有形固定資産除却損  15 －

投資有価証券売却益  △443 △118

投資有価証券評価損　  － 183

売上債権の減少額（△増加額）  1,626 △8,159

たな卸資産の減少額（△増加額）  1,467 △641

営業保証金の減少額  979 －

仕入債務の増加額（△減少額）  △2,728 4,382

未払消費税等の増加額（△減少額）  476 △265

その他  906 140

小計  7,014 △1,176

利息及び配当金の受取額  115 131

仕入割引の受取額  153 192

利息の支払額  △324 △377

法人税等の還付額  － 118

法人税等の支払額  △2,199 △1,937

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,758 △3,050
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前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △232 △473

投資有価証券の売却による収入  995 243

有形固定資産の取得による支出  △202 △125

有形固定資産の売却による収入  41 －

無形固定資産の取得による支出  △94 △85

その他  △13 66

投資活動によるキャッシュ・フロー  494 △374

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額（△純減少
額）

 △2,761 7,894

長期借入れによる収入  50 4,850

長期借入金の返済による支出  △470 △8,220

株式の発行による収入  149 －

配当金の支払額  △576 △666

その他  △4 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,612 3,855

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  232 △470

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少
額）

 1,873 △39

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  4,606 6,479

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,479 6,440
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数　　16社

　連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」「３ 事業の内容」に記載してい

るため省略しております。

　KOREA SATORI CO.,LTD.及び

SATORI

PINICS(THAILAND)CO.,LTD.は新規設

立により、連結の範囲に含めておりま

す。

　なお、株式会社佐鳥事務所は、平成18

年11月1日に佐鳥電機株式会社に吸収

合併されたことにより連結の範囲から

除外しております。

(イ）連結子会社の数　　15社

　連結子会社名は「第１ 企業の概況」

「３ 事業の内容」に記載しているた

め省略しております。

　なお、佐鳥オートマチックス株式会社

は、平成19年６月１日に佐鳥電機株式

会社に吸収合併されたことにより連結

の範囲から除外しております。

 (ロ）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　SATORI ELECTRIC(THAILAND

)CO.,

LTD.

　SATORI S-TECH HONG KONG CO.,

LTD.

　SATORI S-TECH PRODUCTION

MANAGEMENT CONSULTING CO.,

LTD.

(ロ）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

同左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事項 　持分法を適用していない非連結子会社

(SATORI ELECTRIC(THAILAND) CO.,

LTD.、SATORI S-TECH HONG KONG 

CO.,

LTD.及びSATORI S-TECH PRODUCTION

MANAGEMENT CONSULTING CO.,

LTD.)は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

　持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社

（SATORI ELECTRIC(THAILAND) CO., 

LTD.、SATORI S-TECH HONG KONG 

CO.,

LTD.、SATORI S-TECH PRODUCTION

MANAGEMENT CONSULTING CO.,

 LTD.及び

SAWA Electronics(Holdings) Limited、

SAWA Electronics (Hong Kong)

Limited）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項

　連結子会社の決算日はSHANGHAI 

SATORI CO.,LTD.を除き、すべて連結財

務諸表提出会社と一致しております。上

記会社の決算日は12月31日であります

が、連結決算日（５月31日）において仮

決算を実施し連結しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 (ロ）たな卸資産

商品

　主として移動平均法による低価法

(ロ）たな卸資産

商品

同左

 製品及び材料

　主として移動平均法による原価法

製品及び材料

同左

 仕掛品

　主として個別法による原価法

仕掛品

同左

 (ハ）デリバティブ

　時価法

(ハ）デリバティブ

同左

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

(イ）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

　主として旧定率法によっております。

　ただし、連結財務諸表提出会社及び国

内連結子会社については、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、旧定額法に

よっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、主として法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

(イ）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

同左

　

　

　

　

　

　

　

　

 ②平成19年４月1日以降に取得したもの

　主として定率法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の方法によって

おります。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正

（（所得税法の一部を改正する法律　

平成19年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政

令　平成19年３月30日　政令第83号））

に伴い、連結財務諸表提出会社及び国

内連結子会社の平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

　これによる損益への影響は軽微であ

ります。

②平成19年４月1日以降に取得したもの

同左

　

　

──────
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項目
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

 ──────

　

　

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、法人税法の改正

に伴い、連結財務諸表提出会社及び国

内連結子会社の平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これによる損益への影響は軽微であ

ります。 

 (ロ）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、主として法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法、ソフトウェ

ア（市場販売目的）については、見込

販売数量に基づく償却額と残存見込販

売有効期間に基づく均等償却額とのい

ずれか大きい金額を計上する方法を採

用しております。なお、当初における見

込販売有効期間は３年としておりま

す。

(ロ）無形固定資産

同左

(3）繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費

同左

(4）重要な引当金の計上基準 (イ）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(イ）貸倒引当金

同左

 (ロ）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、当連結

会計年度末における年間支給見込額に

基づき当連結会計年度末において負担

すべき額を計上しております。

(ロ）役員賞与引当金

同左

 (ハ）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

(ハ）退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

 　数理計算上の差異は、発生年度に全額

一括費用処理することとしておりま

す。 

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理

することとしております。

　

 (追加情報）
　連結財務諸表提出会社及び国内連結

子会社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成18年６月に適格退職年金制度
の一部について確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、特別損失の

「その他」に13百万円計上されており
ます。

──────

 (ニ）役員退職慰労引当金 ──────

 (追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員の退職慰労金に関する内

規に基づく期末要支給額を役員退職慰

労引当金として計上しておりました

が、平成18年８月に役員に対する退職

慰労金制度を廃止したことに伴い、当

連結会計年度末において役員退職慰労

引当金は計上しておりません。　

 　　なお、同制度の廃止までの役員退職慰労

引当金相当額398百万円については、平

成18年８月開催の定時株主総会におい

て、在任中の役員については退任時に打

ち切り支給することを決議したことに

伴い、同額を固定負債の「その他」に振

り替えております。

　

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

同左

(6）重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、主として通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

(7）重要なヘッジ会計の方法 (イ）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は特例処

理を採用しております。

(イ）ヘッジ会計の方法

同左

 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引及び金利スワップ

取引

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

為替予約

　外貨建債権債務及び外貨建予

定取引

ヘッジ対象

為替予約

同左

 金利スワップ

　借入金の金利

金利スワップ

同左

 (ハ）ヘッジ方針

　為替予約取引については、為替相場の

変動によるリスク回避を目的とし、通

常の外貨建営業取引に係る契約等を踏

まえ、必要な範囲内で為替予約取引を

利用し、投機的な取引は行わない方針

であります。

　金利スワップ取引については資金調

達に限定し、資金調達コスト削減のた

めスワップ取引を利用し、投機的な取

引は行わない方針であります。

(ハ）ヘッジ方針

同左

 (ニ）ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間においてヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。なお、金利ス

ワップのうち特例処理を採用している

ものについては、ヘッジの有効性の判

定は省略しております。

(ニ）ヘッジ有効性の評価方法

同左

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、その効果が発現すると見積もられる

期間で償却することとしております。

　ただし、金額が僅少の場合は、発生時に

全額償却しております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「営

業保証金」（当連結会計年度は94百万円）は、当連結会

計年度において資産の総額の100分の5以下となったた

め、投資その他の資産の「その他」に含めて表示してお

ります。

　　　　　　　　　　──────

　 　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「投

資事業組合等収益」（当連結会計年度は3百万円）は、当

連結会計年度において営業外収益の総額の100分の10以

下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「受

取手数料」（当連結会計年度は14百万円）は、当連結会

計年度において営業外収益の総額の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。

　 　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めておりました「受取手数料」は、当連結会計年度にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含ま

れております「受取手数料」は57百万円であります。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めておりました「受取補償金」は、当連結会計年度にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含ま

れております「受取補償金」は0百万円であります。

　 　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めておりました「債権売却損」は、当連結会計年度におい

て営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ております。

　なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れております「債権売却損」は36百万円であります。 

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「債

権売却損」（当連結会計年度は49百万円）は、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

　 　

　

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

ておりました「投資有価証券評価損」は当連結会計年度

において特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲

載しております。

  なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれ

ております「投資有価証券評価損」は0百万円でありま

す。

　 　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「営業保証金の

減少額」は、当連結会計年度において重要性が増したた

め区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれております「営業保証金の減

少額」は467百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産売却

益」（当連結会計年度は△2百万円）は、重要性が低く

なったため当連結会計年度において営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ます。
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前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「投資有価証券

売却益」は、当連結会計年度において重要性が増したた

め区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれております「投資有価証券売

却益」は△1百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産除却

損」（当連結会計年度は2百万円）は、重要性が低くなっ

たため当連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しております。

　 　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　財務活動によるキャッシュ・フローの「ファイナンス

・リース債務の返済による支出」は、当連結会計年度に

おいて重要性が低くなったため「その他」に含めて表示

しております。

　なお、当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれております「ファイナンス・

リース債務の返済による支出」は△3百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「投資有価証券

評価損」は、当連結会計年度において重要性が増したた

め区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれております「投資有価証券評

価損」は0百万円であります。

　 　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

活動によるキャッシュ・フローの「営業保証金の減少

額」（当連結会計年度は9百万円）は、重要性が低くなっ

たため当連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しております。

　 　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました投資

活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産の売却

による収入」（当連結会計年度は3百万円）は、重要性が

低くなったため当連結会計年度において投資活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ます。

　 　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました財務

活動によるキャッシュ・フローの「株式発行による収

入」（当連結会計年度は5百万円）は、重要性が低くなっ

たため当連結会計年度において財務活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 48百万円 投資有価証券(株式) 185百万円

※２．担保提供資産

（担保に供している資産）

※２．担保提供資産

（担保に供している資産）

建物及び構築物 276百万円
　
（上記に対応する債務）

支払手形及び買掛金 100百万円

建物及び構築物 259百万円
　
（上記に対応する債務）

支払手形及び買掛金 100百万円

※３．　　　　　　 ──────

　

※３．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、連結会計年度末日は金融機関が休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　　　　連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。
　

受取手形 631百万円

支払手形 1,552百万円

※４．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改

正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価

差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部から控除し

ております。

　「土地の再評価に関する法律」第3条第3項に定める

再評価の方法については、「土地の再評価に関する法

律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

2条第3号に定める固定資産税評価額に基づいて算出

しております。 

※４．　　　　　　　　 同左

再評価を行った年月日 平成13年５月31日  

　５．債権流動化による譲渡残高 　５．債権流動化による譲渡残高

受取手形及び売掛金 4,604百万円 受取手形及び売掛金 5,645百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

※１．たな卸資産の低価法による評価損が36百万円含ま

れております。

※１．たな卸資産の低価法による評価損が29百万円含ま

れております。

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は27百万円であ

ります。

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は45百万円であ

ります。

※３．固定資産売却益の内訳は、工具器具備品及びその他

の有形固定資産5百万円、土地0百万円、投資その他の

資産のその他3百万円であります。

※３．固定資産売却益の内訳は、工具器具備品及びその他

の有形固定資産2百万円、土地0百万円であります。

※４．固定資産売却損の内訳は、建物及び構築物1百万円、

工具器具備品及びその他の有形固定資産9百万円、土

地0百万円、投資その他の資産のその他0百万円であり

ます。

※４．　　　　　　　──────

※５．固定資産除却損の内訳は、建物及び構築物1百万円、

工具器具備品及びその他の有形固定資産14百万円、ソ

フトウェア0百万円であります。

※５．固定資産除却損の内訳は、工具器具備品及びその他

の有形固定資産2百万円、投資その他の資産のその他0

百万円であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数

（株）

発行済株式     

　　普通株式（注）１ 17,841,826 101,500 － 17,943,326

　　　　合計 17,841,826 101,500 － 17,943,326

自己株式     

　　普通株式（注）２ 386,713 672 － 387,385

　　　　合計 386,713 672 － 387,385

　（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加101,500株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加でありま　　　

す。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加672株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年８月30日

定時株主総会（注）
普通株式 302 17.00 平成18年５月31日 平成18年８月31日

平成19年１月18日

取締役会
普通株式 280 16.00 平成18年11月30日 平成19年２月13日

　（注）配当金の総額には、平成18年11月１日に吸収合併した株式会社佐鳥事務所が保有しておりました親会社株式（

361,000株）に対する配当金6百万円が含まれております。

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年７月17日

取締役会
普通株式 351 利益剰余金 20.00 平成19年５月31日 平成19年８月９日

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数

（株）

発行済株式     

　　普通株式（注）１ 17,943,326 3,500 － 17,946,826

　　　　合計 17,943,326 3,500 － 17,946,826

自己株式     

　　普通株式（注）２ 387,385 529 － 387,914

　　　　合計 387,385 529 － 387,914

　（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加3,500株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加でありま　　　す。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加529株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年７月17日

取締役会
普通株式 351 20.00 平成19年５月31日 平成19年８月９日

平成20年１月18日

取締役会
普通株式 316 18.00 平成19年11月30日 平成20年２月13日

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年７月15日

取締役会
普通株式 316 利益剰余金 18.00 平成20年５月31日 平成20年８月７日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,529百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△50 

現金及び現金同等物 6,479 

現金及び預金勘定 6,507百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△66 

現金及び現金同等物 6,440 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品
及びその他の
有形固定資産

761 348 412

無形固定資産 38 29 9

合計 799 377 422

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品
及びその他の
有形固定資産

743 429 314

無形固定資産 122 48 74

合計 866 477 388

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額 　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 206百万円
１年超 293百万円

合計 500百万円

１年以内 171百万円
１年超 251百万円

合計 422百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 155百万円
減価償却費相当額 147百万円
支払利息相当額 8百万円

支払リース料 201百万円
減価償却費相当額 189百万円
支払利息相当額 13百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法
同左

(5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法
同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 24百万円
１年超 34百万円

合計 58百万円

１年以内 54百万円
１年超 87百万円

合計 142百万円

（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 48百万円
１年超 22百万円

合計 70百万円

１年以内 18百万円
１年超 4百万円

合計 23百万円

　（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額であります。なお、当該転貸

リース取引はおおむね同一の条件で第三者にリースし

ているので、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経過リー

ス料期末残高相当額に含まれております。）

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年５月31日） 当連結会計年度（平成20年５月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

(1）株式 1,813 3,375 1,562 862 1,639 776

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 1,813 3,375 1,562 862 1,639 776

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

(1）株式 382 242 △140 1,342 1,030 △312

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － 19 16 △2

小計 382 242 △140 1,361 1,047 △314

合計 2,196 3,618 1,421 2,224 2,686 461

　（注）　当連結会計年度において、著しく時価の下落した有価証券に対して減損処理を行っており、その金額は144百万円

であります。

　　　　　なお、減損にあたっては、当連結会計年度末における時価（又は実質価額）が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。

２．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成18年６月１日　至平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自平成19年６月１日　至平成20年５月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

995 443 － 243 118 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成19年５月31日) 当連結会計年度（平成20年５月31日)

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 36 36

投資事業組合出資金 16 2

合計 52 38

　（注）　著しく実質価額の下落した有価証券に対して減損処理を行っており、その金額は前連結会計年度0百万円、当連結

会計年度38百万円であります。
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成19年５月31日） 当連結会計年度（平成20年５月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3）その他 － － － － － － － －

２．その他         

投資信託 － － － － － 16 － －

投資事業組合出資金 10 5 － － 1 1 － －

合計 10 5 － － 1 18 － －

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

(1）取引の内容

為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりま

す。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

短期的な売買差益を獲得する目的及び投機目的でデ

リバティブ取引を利用しておりません。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

現業における調達コストの削減と金利・為替変動等

のリスクを調整・コントロールすることを目的とし

ております。

また、為替予約取引及び金利スワップ取引を利用して

ヘッジ会計を行っております。

(3）取引の利用目的

同左

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利

スワップについては、特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

為替予約

　外貨建債権債務及び外貨建予定取引

金利スワップ

　借入金の金利

ヘッジ対象

為替予約

同左

金利スワップ

同左
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前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

ヘッジ方針

為替予約取引については、為替相場の変動による

リスク回避を目的とし、通常の外貨建営業取引に

係る契約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取

引を利用し、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

金利スワップ取引については資金調達に限定し、

資金調達コスト削減のためスワップ取引を利用

し、投機的な取引は行わない方針であります。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいてヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しております。なお、金利スワッ

プのうち特例処理を採用しているものについて

は、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有し

ております。金利スワップ取引の変動金利受取には将

来の金利変動によるリスクがあります。また、契約先

は、いずれも信用力の高い金融機関であるため、債務

不履行のリスクはほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

主管部門を各社経理部門とし、リスクの管理、契約額

限度枠・与信限度枠の運用状況管理を行い、デリバ

ティブ取引の報告体制等リスクの管理について定め

た取扱規程を整備し、管理しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

金利スワップ取引の契約額等は、この金額自体がデリ

バティブ取引に係るリスク量を示すものではありま

せん。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成19年５月31日） 当連結会計年度（平成20年５月31日）

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち1
年超

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち1
年超

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引

以外の取

引

為替予約取

引
        

売建         

米ドル 775 － 793 △17 1,180 － 1,208 △28

合計 775 － 793 △17 1,180 － 1,208 △28

　（注）１．時価の算定方法

為替相場については、先物相場を使用しております。

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

(2）金利関連

　全て特例処理の要件を満たしている金利スワップ契約であり、開示の対象から除いているため、開示する事

項はありません。
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（退職給付関係）

   １．採用している退職給付制度の概要

　   　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、主として退職金規程に基づく退職一時金制度のほか、適格退職年金制度及

び確定拠出年金制度を設けております。

　     また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金等を支払う場合があります。

　

   ２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
（注）１　　　

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

（注）２　　　

   百万円  百万円

(1） 退職給付債務 △3,280 △3,736 

(2） 年金資産 1,524 1,507 

(3） 未積立退職給付債務（1）+（2） △1,755 △2,228 

(4） 会計基準変更時差異の未処理額 － － 

(5） 未認識数理計算上の差異 － － 

(6） 未認識過去勤務債務（債務の減額） △692 △197 

(7）
連結貸借対照表計上額純額

（3）+（4）+（5）+（6）
△2,447 △2,426 

(8） 前払年金費用 － － 

(9） 退職給付引当金（7）-（8） △2,447 △2,426 

　（注）１．平成18年６月１日付で、適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行したため、前連結会計年度におい

て、過去勤務債務の取崩114百万円の損失が発生しております。

２．平成19年６月１日付で、退職金規程の改訂を行ったことにより、過去勤務債務（債務の増額）が362百万円発

生しております。

　

   ３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

 百万円 百万円

退職給付費用 227 333

(1）勤務費用（注１） 295 231

(2）利息費用 58 66

(3）期待運用収益（減算） 21 29

(4）過去勤務債務の費用処理額 △230 △164

(5）数理計算上の差異の費用処理額 45 116

(6）確定拠出年金掛金 79 113

　（注）１．勤務費用には、前連結会計年度においては厚生年金基金に対する掛金と割増退職金等が含まれており、当連　　

結会計年度においては割増退職金等が含まれております。

　　　　２．前連結会計年度においては、上記退職給付費用以外に、厚生年金基金制度から脱退することに伴う特別掛金　737

百万円を特別損失に「厚生年金基金脱退一時金」として計上しております。
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   ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

(1）割引率（％） 2.00 2.00

(2）期待運用収益率（％） 1.44 1.91

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4）過去勤務債務の処理年数（年） ５

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しており

ます。）

同左

(5）数理計算上の差異の処理年数 発生年度に全額一括費用処理す

ることとしております。

同左
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（ストック・オプション等関係）

　前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 （1）ストック・オプションの内容

　
平成16年

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び数
 当社及び当社子会社の取締役及び使用

 人　  43名　

 ストック・オプション数(注）　　　　  普通株式　238,000株

 付与日  平成16年10月15日

 権利確定条件

  付与日（平成16年10月15日）以降、

権利確定日（平成18年８月31日）まで

継続して勤務していること。ただし、任

期満了による退任又は定年による退職

を除く。

 対象勤務期間
自  平成16年10月15日

至　平成18年８月31日 　　

 権利行使期間
自　平成18年９月１日

至　平成20年９月30日 

  （注）株式数に換算して記載しております。

　　　 

  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストックオプションの数については、

　 　　株式数に換算して記載しております。

　　   ①ストック・オプションの数　

　
平成16年

ストック・オプション 

 権利確定前　　　　　（株） 　

 　前連結会計年度末 228,000

 　付与  　　　　　　　　　　　　 　　 －

 　失効                                －

 　権利確定 228,000

 　未確定残  　　　　　　　　　　　　　 　 －

 権利確定後　　　　　（株） 　

 　前連結会計年度末  　　　　　　　　　　　　　    －

 　権利確定 228,000

 　権利行使 101,500

 　失効                                －   

 未行使残 126,500

 　　　②単価情報

　
平成16年 

ストック・オプション

 権利行使価格　　　　 　 （円）　 1,477

 行使時平均株価          （円） 1,766

 公正な評価単価（付与日）（円）  　　　　　　　　　　　　  　  －   　　　

　当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 （1）ストック・オプションの内容

　
平成16年

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び数
 当社及び当社子会社の取締役及び使用

 人　  43名　

 ストック・オプション数(注）　　　　  普通株式　238,000株

 付与日  平成16年10月15日
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平成16年

ストック・オプション 

 権利確定条件

  付与日（平成16年10月15日）以降、

権利確定日（平成18年８月31日）まで

継続して勤務していること。ただし、任

期満了による退任又は定年による退職

を除く。

 対象勤務期間
自  平成16年10月15日

至　平成18年８月31日 　　

 権利行使期間
自　平成18年９月１日

至　平成20年９月30日 

  （注）株式数に換算して記載しております。

　　　 

  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストックオプションの数については、

　 　　株式数に換算して記載しております。

　　   ①ストック・オプションの数　

　
平成16年

ストック・オプション 

 権利確定前　　　　　（株） 　

 　前連結会計年度末 　                            －

 　付与 　　　　　　　　　　　　　    －

 　失効 　　　　　　　　　　　　　 　 －

 　権利確定 　                            －

 　未確定残 　　　　　　　　　　　 　     －

 権利確定後　　　　　（株） 　　　　　　　　　　　　　

 　前連結会計年度末 126,500

 　権利確定 　　　　　　　　　　 　　     －　　

 　権利行使 3,500

 　失効 　　　　　　　　　　　　 　   －　

 未行使残 123,000

 　　　②単価情報

　
平成16年 

ストック・オプション

 権利行使価格　　　　 　 （円）　 1,477

 行使時平均株価          （円） 1,794

 公正な評価単価（付与日）（円） 　　　　　　　　　　　　　 　 －　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動）

未払事業税 75百万円

たな卸資産評価減 156 

貸倒引当金繰入超過額 41 

未払賞与 410 

その他 213 

合計 897 

繰延税金負債（流動）   

在外子会社留保利益 △109 

その他 △7 

合計 △117 

繰延税金資産（流動）の純額 780 

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 965百万円

未払確定拠出年金 127 

未払役員退職慰労金 135 

投資有価証券評価損 163 

土地 373 

有価証券評価差額 57 

その他 131 

小計 1,955 

評価性引当額 △289 

合計 1,665 

繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △77 

在外子会社留保利益 △859 

有価証券評価差額 △485 

その他 △42 

合計 △1,465 

繰延税金資産（固定）の純額 200 

未払事業税 35百万円

たな卸資産評価減 160 

貸倒引当金繰入超過額 40 

未払賞与 337 

その他 210 

合計 784 

繰延税金負債（流動）   

在外子会社留保利益 △26 

その他 △7 

合計 △33 

繰延税金資産（流動）の純額 750 

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 957百万円

未払確定拠出年金 60 

未払役員退職慰労金 113 

投資有価証券評価損 225 

土地 342 

有価証券評価差額 124 

その他 201 

小計 2,024 

評価性引当額 △416 

合計 1,607 

繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △77 

在外子会社留保利益 △801 

有価証券評価差額 △201 

その他 △41 

合計 △1,121 

繰延税金資産（固定）の純額 486 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率
40.7％

（調整）   

連結子会社の税率差異 △4.7 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
1.9 

住民税均等割 0.8 

受取配当金等連結修正に伴う影

響額
8.1 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
45.9％

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率
40.7％

（調整）   

連結子会社の税率差異 △1.5 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
2.0 

住民税均等割 1.4 

受取配当金等連結修正に伴う影

響額
2.3 

評価性引当額の増減 2.4 

その他 △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
45.6％
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（企業結合等関係）

　前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

　（共通支配下の取引等）

　１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並　

びに取引の目的を含む取引の概要

　(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　 ①結合企業

　　 名称　　　 : 佐鳥電機株式会社（当社）

　　 事業の内容 : 電子部品・電子機器の販売及びこれらに付帯する事業

　 ②被結合企業

　　 名称　　　 : 佐鳥オートマチックス株式会社（当社の連結子会社）

　　 事業の内容 : 電子部品・電子機器の販売及びこれらに付帯する事業

　(2)企業結合の法的形式

　　 当社を存続会社、佐鳥オートマチックス株式会社を消滅会社とする吸収合併

　(3)結合後企業の名称

　　 佐鳥電機株式会社

　(4)取引の目的を含む取引の概要

　　 被合併会社である佐鳥オートマチックス株式会社は、当社の100％出資子会社であり、昭和44年の会社発足以　

来、自動機器・制御部品・機器等の販売を行ってまいりましたが、同事業のリソースを集結することにより、販

売体制の強化を図り、ＣＳＭの向上及び経営効率を追求することを目的に、佐鳥オートマチックス株式会社を吸

収合併いたしました。

　２．実施した会計処理の概要

　　 本吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成18年12月22日最終改正　企業会計基準適

用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。従って、

当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。

EDINET提出書類

佐鳥電機株式会社(E02793)

有価証券報告書

 66/107



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売上高      

(1）
外部顧客に対する売上

高
201,106 22,822 223,928 － 223,928

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
278 719 997 (997) －

  計 201,384 23,541 224,926 (997) 223,928

営業費用 193,744 23,355 217,100 958 218,059

営業利益 7,639 186 7,825 (1,956) 5,869

Ⅱ
資産、減価償却費及び資本

的支出
     

資産 66,785 9,393 76,179 8,915 85,094

減価償却費 201 54 256 230 487

資本的支出 273 31 304 16 321

　（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している取扱商品・製品区分によっております。

２．各事業区分の主な商品・製品の名称

(1）電子部品…メモリ、マイコン、ASIC、表示素子、半導体素子、電気機材、一般電子部品、スイッチ製品、マイコ

ン・ASIC開発ソフト

(2）電子機器…情報機器、生産設備機器、情報通信関連製品、PCシステムソフト、OS・OEM量産製品

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,954百万円）の主なものは、連結財務諸表

提出会社本社総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産（8,999百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社の余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社総務部門等管理部門に係る資産であ

ります。

 

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売上高      

(1）
外部顧客に対する売上

高
187,971 22,995 210,967 － 210,967

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
378 678 1,057 (1,057) －

  計 188,350 23,674 212,024 (1,057) 210,967

営業費用 183,365 23,077 206,442 913 207,356

営業利益 4,985 596 5,581 (1,970) 3,611

Ⅱ
資産、減価償却費及び資本

的支出
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当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

資産 75,712 8,036 83,748 7,115 90,863

減価償却費 224 60 285 161 447

資本的支出 99 77 176 7 183

　（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している取扱商品・製品区分によっております。

２．各事業区分の主な商品・製品の名称

(1）電子部品…メモリ、マイコン、ASIC、表示素子、半導体素子、電気機材、一般電子部品、スイッチ製品、マイコ

ン・ASIC開発ソフト

(2）電子機器…情報機器、生産設備機器、情報通信関連製品、PCシステムソフト、OEM量産製品

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（2,021百万円）の主なものは、連結財務諸表

提出会社本社総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産（7,252百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社の余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社総務部門等管理部門に係る資産であ

ります。
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【所在地別セグメント情報】

 

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

日本
（百万円）

アジア
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益        

  売上高        

(1）
外部顧客に対する

売上高
139,104 80,785 2,499 1,539 223,928 － 223,928

(2）

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

8,848 541 5 1 9,396 (9,396) －

  計 147,952 81,327 2,504 1,540 233,325 (9,396) 223,928

    営業費用 143,568 80,048 2,463 1,468 227,549 (9,490) 218,059

    営業利益 4,383 1,278 41 71 5,776 93 5,869

Ⅱ 資産 63,109 21,350 979 557 85,997 (903) 85,094

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…台湾、香港、シンガポール共和国、中華人民共和国

(2）米　州…アメリカ合衆国

(3）その他…ドイツ連邦共和国

 

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

日本
（百万円）

アジア
（百万円）

米州
（百万円）

その他
（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益        

  売上高        

(1）
外部顧客に対する

売上高
124,259 83,110 1,931 1,665 210,967 － 210,967

(2）

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

6,866 351 23 － 7,241 (7,241) －

  計 131,125 83,462 1,954 1,665 218,208 (7,241) 210,967

    営業費用 128,328 82,882 1,900 1,572 214,684 (7,328) 207,356

    営業利益 2,796 579 54 93 3,524 87 3,611

Ⅱ 資産 60,734 29,524 842 534 91,634 (771) 90,863

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…台湾、香港、シンガポール共和国、中華人民共和国

(2）米　州…アメリカ合衆国

(3）その他…ドイツ連邦共和国
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【海外売上高】

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日至 平成19年５月31日）

 アジア 米州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 97,881 2,775 2,474 103,132

Ⅱ　連結売上高（百万円）    223,928

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
43.7 1.2 1.1 46.0

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…台湾、香港、シンガポール共和国、ベトナム社会主義共和国、タイ王国、大韓民国、中華人民　共和国

(2）米　州…アメリカ合衆国

(3）その他…ドイツ連邦共和国、チェコ共和国

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日至 平成20年５月31日）

 アジア 米州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 101,956 1,934 2,108 105,999

Ⅱ　連結売上高（百万円）    210,967

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
48.3 0.9 1.0 50.2

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…台湾、香港、シンガポール共和国、ベトナム社会主義共和国、タイ王国、大韓民国、中華人民　共和国

(2）米　州…アメリカ合衆国

(3）その他…ドイツ連邦共和国、チェコ共和国

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

１株当たり純資産額      1,768円61銭

１株当たり当期純利益       167円67銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    167円44銭

１株当たり純資産額      1,734円38銭

１株当たり当期純利益         88円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 2,938 1,551

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,938 1,551

期中平均株式数（千株） 17,524 17,558

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 23 －

（うち新株予約権）（千株） (23) 　　　　　　　　 　　　　　(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

────── 平成16年８月18日定時株主総会決

議ストックオプション（新株予約

権）

　　　　　　　　　　　　1,230個

　（普通株式　123千株）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

　当社は、平成19年６月１日に当社の連結子会社である佐
鳥オートマチックス株式会社を吸収合併いたしました。

１.合併の目的
　被合併会社である佐鳥オートマチックス株式会社は、当

社の100％出資子会社であり、昭和44年の会社発足以来、自
動機器・制御部品・機器等の販売を行ってまいりました

が、同事業のリソースを集結することにより、販売体制の

強化を図り、ＣＳＭの向上及び経営効率を追求することを

目的に、佐鳥オートマチックス株式会社を吸収合併するこ

とといたしました。

２.合併の要旨
　(1)合併期日（効力発生日）
　　 平成19年６月１日
　(2)合併方式
　   当社を存続会社とする吸収合併方式で、佐鳥オートマ

チックス株式会社は解散いたしました。

　(3)合併比率
　   当社は佐鳥オートマチックス株式会社の全株式を所

有しているので、合併による新株の発行及び資本金の

増加は行いません。

　(4)会計処理の概要
　   企業結合に係る会計基準上、共通支配下の取引に該当

します。

　　　　　　　　　　 ──────

　(5)財産の引継ぎ
     佐鳥オートマチックス株式会社の平成19年５月31日
現在の貸借対照表、その他同日現在の計算を基礎とし、

一切の資産、負債及び権利義務を当社に引継ぎいたし

ました。

　(6)佐鳥オートマチックス株式会社の概要
　 (イ) 事業内容
　    電子部品・電子機器の販売及びこれらに付帯する事

業

　 (ロ) 最近事業年度末（平成19年５月31日現在）の総資
産、純資産の額

総資産 7,946百万円
純資産 1,000百万円
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

佐鳥電機株式会社 第２回無担保社債
平成18年

３月31日
1,000

1,000

(1,000)
1.19 なし

平成21年

３月31日

合計 － 1,000
1,000

(1,000)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

1,000 － － － －

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,695 12,346 2.00 －

１年以内に返済予定の長期借入金 8,220 6,177 1.47 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,274 4,900 1.46 平成21年～22年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － － － 　－

その他の有利子負債（注）１ 25 16 0.77 －

在外子会社におけるリース債務

（１年以内返済予定）
8 6 4.46 －

在外子会社におけるリース債務

（１年以内返済のものを除く。）
10 2 5.27 平成21年

合計 19,234 23,449 － －

　（注）１．得意先との営業取引に対する受入保証金

２．「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

３．長期借入金及び在外子会社におけるリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年

間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,600 2,300 － －

在外子会社におけ

るリース債務
2 － － －

合計　 2,602 2,300 － －

４．連結貸借対照表では在外子会社におけるリース債務のうち１年以内に返済予定のリース債務は流動負債

「その他」に、返済予定が１年を超えるリース債務については固定負債「その他」に含めております。

５．連結財務諸表提出会社は、資金調達の機動性と安定性を図るため、取引先金融機関２行とコミットメントラ

イン契約を締結しております。契約極度額は6,000百万円であり、当連結会計年度末現在において、本契約に基

づく借入金残高は1,600百万円であります。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第　　65　　期

（平成19年５月31日）
第　　66　　期

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,561   523  

２．受取手形 ※２  3,237   4,506  

３．売掛金 ※４  23,925   27,117  

４．有価証券   10   1  

５．商品   5,671   6,004  

６．製品   8   41  

７．前払費用   40   75  

８．繰延税金資産   568   513  

９．関係会社短期貸付金   3,150   1,640  

10．未収入金 ※４  1,169   1,382  

11．その他 ※４  67   96  

貸倒引当金   △7   △8  

流動資産合計   39,405 69.9  41,895 72.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 3,749   3,752   

減価償却累計額  1,376 2,372  1,498 2,253  

(2）構築物  152   152   

減価償却累計額  109 42  114 37  

(3）機械及び装置  65   65   

減価償却累計額  29 36  34 30  

(4）車両運搬具  10   10   

減価償却累計額  10 0  10 0  

(5）工具器具備品  1,298   1,295   

減価償却累計額  300 997  360 935  

(6）土地 ※３  1,658   1,658  

有形固定資産合計   5,107 9.1  4,916 8.5
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第　　65　　期

（平成19年５月31日）
第　　66　　期

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２．無形固定資産        

(1）借地権   1,086   1,086  

(2）のれん   27   19  

(3）ソフトウェア   145   109  

(4）その他   20   22  

無形固定資産合計   1,279 2.3  1,237 2.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   3,404   2,618  

(2）関係会社株式   5,939   5,697  

(3）出資金   0   0  

(4）従業員長期貸付金   13   7  

(5）破産更生債権等   102   107  

(6）長期前払費用   181   137  

(7）繰延税金資産   651   909  

(8）その他   451   526  

貸倒引当金   △190   △168  

投資その他の資産合計   10,553 18.7  9,836 17.0

固定資産合計   16,940 30.1  15,990 27.6

資産合計   56,345 100.0  57,885 100.0
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第　　65　　期

（平成19年５月31日）
第　　66　　期

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※1,2  3,406   5,627  

２．買掛金 ※1,4  7,788   8,544  

３．短期借入金 　  2,400   3,650  

４．一年以内返済予定長期借入金   8,220   5,860  

５. 一年以内償還予定社債   －   1,000  

６．未払金   274   249  

７. 未払費用   748   736  

８. 未払法人税等   642   236  

９．前受金   246   243  

10．預り金   22   32  

11. 前受収益   1   1  

12．役員賞与引当金   49   －  

13．その他   29   29  

流動負債合計   23,828 42.3  26,210 45.3

Ⅱ　固定負債        

１．社債   1,000   －  

２．長期借入金   5,910   4,900  

３．退職給付引当金   1,454   1,698  

４．再評価に係る繰延税金負債 ※３  138   138  

５．その他   484   389  

固定負債合計   8,987 15.9  7,125 12.3

負債合計   32,815 58.2  33,336 57.6
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第　　65　　期

（平成19年５月31日）
第　　66　　期

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,608 4.6  2,611 4.5

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  3,603   3,606   

(2）その他資本剰余金  1   1   

資本剰余金合計   3,605 6.4  3,608 6.2

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  208   208   

(2）その他利益剰余金        

配当準備積立金  100   100   

特別償却準備金  0   －   

プログラム等準備金  1   0   

固定資産圧縮積立金  112   112   

別途積立金  14,790   16,590   

繰越利益剰余金  2,623   2,438   

利益剰余金合計   17,836 31.7  19,450 33.6

４．自己株式   △878 △1.6  △879 △1.5

株主資本合計   23,172 41.1  24,790 42.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   840 1.5  236 0.4

２．繰延ヘッジ損益   △8 △0.0  △2 △0.0

３．土地再評価差額金 ※３  △474 △0.8  △474 △0.8

評価・換算差額等合計   357 0.7  △241 △0.4

純資産合計   23,529 41.8  24,549 42.4

負債純資産合計   56,345 100.0  57,885 100.0
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②【損益計算書】

  
第　　65　　期

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  110,078   106,079   

２．製品売上高  3,379 113,458 100.0 3,769 109,849 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．商品売上原価        

(1）期首商品たな卸高  7,187   5,671   

(2）合併による商品受入高  －   591   

(3）当期商品仕入高  98,472   95,474   

計  105,660   101,738   

(4）他勘定振替高 ※２ 17   64   

(5）期末商品たな卸高 ※３ 5,671 99,970  6,004 95,670  

２．製品売上原価        

(1）期首製品たな卸高  31   8   

(2）合併による製品受入高  －   3   

(3）当期製品仕入高  3,106   3,558   

計  3,138   3,569   

(4）他勘定振替高 ※２ 13   28   

(5）期末製品たな卸高  8 3,116  41 3,499  

売上原価   103,087 90.9  99,169 90.3

売上総利益   10,371 9.1  10,679 9.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  84   50   

２．荷造運送費  313   376   

３．旅費交通費  383   455   

４．給与手当等  4,232   5,002   

５．退職給付費用  119   243   

６．役員賞与引当金繰入額  49   －   

７．役員退職慰労引当金繰入額  10   －   

８．賃借料  622   726   

９．減価償却費  338   269   

10．支払手数料 　 444   497   

11．業務委託費  357   275   

12．その他 ※４ 850 7,807 6.8 949 8,844 8.0

営業利益   2,563 2.3  1,835 1.7
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第　　65　　期

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※１ 32   29   

２．受取配当金 ※１ 753   759   

３．仕入割引  3   58   

４．事務受託収入 ※１ 593   417   

５．その他 ※１ 301 1,684 1.5 177 1,442 1.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  238   222   

２．社債利息  11   11   

３．為替差損  60   240   

４．債権売却損  52   －   

５．その他 　 31 394 0.4 42 517 0.5

経常利益   3,853 3.4  2,760 2.5

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ 4   0   

２．投資有価証券売却益  443   118   

３．抱合株式消滅差益  －   628   

４．貸倒引当金戻入益  31 479 0.4 4 752 0.7

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※６ 2   －   

２．固定資産除却損 ※７ 1   1   

３．投資有価証券評価損 　 －   144   

４．厚生年金基金脱退一時金 　 446   －   

５．その他  10 461 0.4 － 146 0.1

税引前当期純利益   3,871 3.4  3,366 3.1

法人税、住民税及び事業税  1,180   835   

法人税等調整額  264 1,444 1.3 250 1,085 1.0

当期純利益   2,427 2.1  2,281 2.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自　己
株　式

株　主
資　本
合　計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利  益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

配　当
準　備積
立金

特　別
償　却
準備金

プログ
ラム等
準備金

固定資
産圧縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

平成18年５月31日残高
（百万円）

2,533 3,529 1 3,530 208 100 1 2 112 14,490 1,077 15,992 △26 22,030

事業年度中の変動額               

新株の発行 75 74  74          149

特別償却準備金の取崩       △0    0 －  －

プログラム等準備金の
取崩

       △0   0 －  －

別途積立金の積立          300 △300 －  －

剰余金の配当           △302 △302  △302

剰余金の配当
(中間配当）

          △280 △280  △280

当期純利益           2,427 2,427  2,427

自己株式の取得             △851 △851

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純
額)

              

事業年度中の変動額合計
（百万円）

75 74 － 74 － － △0 △0 － 300 1,545 1,843 △851 1,141

平成19年５月31日残高
（百万円）

2,608 3,603 1 3,605 208 100 0 1 112 14,790 2,623 17,836 △878 23,172

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年５月31日残高
（百万円）

690 0 △474 216 22,246

事業年度中の変動額      

新株の発行     149

特別償却準備金の取崩     －

プログラム等準備金の取崩     －

別途積立金の積立     －

剰余金の配当     △302

剰余金の配当（中間配当）     △280

当期純利益     2,427

自己株式の取得     △851

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

150 △8 － 141 141

事業年度中の変動額合計
（百万円）

150 △8 － 141 1,283

平成19年５月31日残高
（百万円）

840 △8 △474 357 23,529

当事業年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自　己
株　式

株　主
資　本
合　計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利  益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

配　当
準　備積
立金

特　別
償　却
準備金

プログ
ラム等
準備金

固定資
産圧縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

平成19年５月31日残高
（百万円）

2,608 3,603 1 3,605 208 100 0 1 112 14,790 2,623 17,836 △878 23,172
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自　己
株　式

株　主
資　本
合　計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利  益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

配　当
準　備積
立金

特　別
償　却
準備金

プログ
ラム等
準備金

固定資
産圧縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

事業年度中の変動額               

新株の発行 2 2  2          5

特別償却準備金の取崩       △0    0 －  －

プログラム等準備金の
取崩

       △0   0 －  －

別途積立金の積立          1,800 △1,800 －  －

剰余金の配当           △351 △351  △351

剰余金の配当
(中間配当）

          △316 △316  △316

当期純利益           2,281 2,281  2,281

自己株式の取得             △0 △0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純
額)

              

事業年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 － 2 － － △0 △0 － 1,800 △184 1,613 △0 1,618

平成20年５月31日残高
（百万円）

2,611 3,606 1 3,608 208 100 － 0 112 16,590 2,438 19,450 △879 24,790

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年５月31日残高
（百万円）

840 △8 △474 357 23,529

事業年度中の変動額      

新株の発行     5

特別償却準備金の取崩     －

プログラム等準備金の取崩     －

別途積立金の積立     －

剰余金の配当     △351

剰余金の配当（中間配当）     △316

当期純利益     2,281

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△604 5 － △598 △598

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△604 5 － △598 1,019

平成20年５月31日残高
（百万円）

236 △2 △474 △241 24,549

EDINET提出書類

佐鳥電機株式会社(E02793)

有価証券報告書

 81/107



重要な会計方針

項目
第　　65　　期

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

　移動平均法による低価法

(1）商品

同左

 (2）製品

　移動平均法による原価法

(2）製品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

　ただし、平成10年４月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては、旧定額法によっております。

  なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

②平成19年４月1日以降に取得したもの

　定率法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の方法によってお

ります。

(1）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

同左

　

　

　

　

　

②平成19年４月1日以降に取得したもの

同左

　

　

　 （会計方針の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正

（（所得税法の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令　平

成19年３月30日　政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

　これによる損益への影響は軽微であり

ます。

──────
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項目
第　　65　　期

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 ──────

　

　

（追加情報）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法により取得

価額の５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　これによる損益への影響は軽微であり

ます。

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(2）無形固定資産

同左

 　ただし、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法、ソフトウェア

（市場販売目的）については、見込販売

数量に基づく償却額と残存見込販売有

効期間に基づく均等償却額とのいずれ

か大きい金額を計上する方法を採用し

ております。なお、当初における見込販

売有効期間は、３年としております。

 

５．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

株式交付費

同左

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、当事業

年度末における年間支給見込額に基づ

き当事業年度末において負担すべき額

を計上しております。

(2）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、当事業

年度末における年間支給見込額に基づ

き当事業年度末において負担すべき額

を計上しております。

　なお、当事業年度において負担すべき

額はありません。

 (3）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

(3）退職給付引当金

同左
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項目
第　　65　　期

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 　数理計算上の差異は、発生年度に全額

一括費用処理することとしております。

 

　

　

　

　

 　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理

することとしております。

　

　

　

 (追加情報）

　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成18年６月に適格退職年金制度の一

部について確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、特別損失の

「その他」に10百万円計上されており

ます。

──────

 (4）役員退職慰労引当金

(追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員の退職慰労金に関する内規

に基づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しておりましたが、平

成18年８月に役員に対する退職慰労金

制度を廃止したことに伴い、当事業年度

末において役員退職慰労引当金は計上

しておりません。

　なお、同制度の廃止までの役員退職慰

労引当金相当額190百万円については、

平成18年８月開催の定時株主総会にお

いて、在任中の役員については退任時に

打ち切り支給することを決議したこと

に伴い、同額を固定負債の「その他」に

振り替えております。

──────

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は特例処

理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左
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項目
第　　65　　期

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引及び金利スワップ取

引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

為替予約

　外貨建債権債務及び外貨建予定

取引

ヘッジ対象

為替予約

同左

 金利スワップ

　借入金の金利

金利スワップ

同左

 (3）ヘッジ方針

　為替予約取引については、為替相場の

変動によるリスク回避を目的とし、通常

の外貨建営業取引に係る契約等を踏ま

え、必要な範囲内で為替予約取引を利用

し、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

　金利スワップ取引については資金調達

に限定し、資金調達コスト削減のためス

ワップ取引を利用し、投機的な取引は行

わない方針であります。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間においてヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。なお、金利スワップ

のうち特例処理を採用しているものに

ついては、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

(4）ヘッジ有効性の評価方法

同左

１０．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、その効果が発現すると見積もられる期

間で償却することとしております。

　ただし、金額が僅少の場合は、発生時に全

額償却しております。

同左

１１．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理について

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理について

同左
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表示方法の変更

第　　65　　期
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度において、無形固定資産の「営業権」として

掲記しておりましたものは、当事業年度より無形固定資産

の「のれん」と表示しております。

　　　　　　　　　 ──────

　

　 　

（損益計算書）

　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて

おりました「債権売却損」は、営業外費用の総額100分の

10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれて

おります「債権売却損」は28百万円であります。

（損益計算書）

　前事業年度において、区分掲載しておりました「債権売

却損」（当事業年度は33百万円）は、当事業年度において

営業外費用の総額の100分の10以下となったため、営業外

費用の「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第　　65　　期
（平成19年５月31日）

第　　66　　期
（平成20年５月31日）

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産

（担保に供している資産） （担保に供している資産）

建物 276百万円
　

（上記に対応する債務）

支払手形及び買掛金 100百万円

建物 259百万円
　

（上記に対応する債務）

支払手形及び買掛金 100百万円

※２．　　　　　　 ──────

　

※２．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、期末日は

金融機関が休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

　期末日満期手形は次のとおりであります。
　

受取手形 609百万円

支払手形 1,426百万円

※３．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改

正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価

差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部から控除し

ております。

　「土地の再評価に関する法律」第3条第3項に定める

再評価の方法については、「土地の再評価に関する法

律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

2条第3号に定める固定資産税評価額に基づいて算出

しております。

※３.　　　　　　　　　　同左

再評価を行った年月日 平成13年５月31日  

※４．関係会社に対する主な資産及び負債 ※４．関係会社に対する主な資産及び負債

売掛金 648百万円

買掛金 455百万円
 

売掛金 622百万円

買掛金 595百万円
 

　　なお、上記残高以外に関係会社に対する資産の合計

額が総資産の100分の1を超えており、その金額は595

百万円であります。　
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第　　65　　期
（平成19年５月31日）

第　　66　　期
（平成20年５月31日）

　５．保証債務 　５．保証債務

被保証者
保証金額
（百万円）

保証債務の内容

佐鳥オートマチッ
クス株式会社

715 仕入債務

佐鳥パイニックス
株式会社

546 仕入債務

佐鳥エス・テック
株式会社

191 仕入債務

HONG KONG
SATORI CO.,LTD. 34 銀行に対する輸出入

債務
          29百万円
（US＄    241 

千）

  

仕入債務
   4百万円

（US＄    36千）
（HK＄    27千）

計 1,486 －

被保証者
保証金額
（百万円）

保証債務の内容

佐鳥パイニックス
株式会社

1,466 仕入債務

佐鳥エス・テック
株式会社

111 仕入債務

HONG KONG
SATORI CO.,LTD.

12
 
 

仕入債務
（US＄   110千）
（HK＄    55千）

計 1,590 －

　６．債権流動化による譲渡残高 　６．債権流動化による譲渡残高

受取手形 30百万円

売掛金 4,573 

計 4,604 

受取手形 152百万円

売掛金 2,273 

計 2,425 
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（損益計算書関係）

第　　65　　期
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

※１．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

受取配当金 727百万円

事務受託収入 593 

　　　　　　なお、上記金額以外に関係会社に対する収益の合計額

が営業外収益の100分の10を超えており、その金

額は212百万円であります。

受取配当金 721百万円

事務受託収入 417 

※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

ソフトウェア 12百万円

販売費及び一般管理費 13 

その他 4 

計 30 

ソフトウェア 36百万円

販売費及び一般管理費 44 

その他 11 

計 92 

※３．低価法による評価減33百万円を行った後の金額で

あります。

※３．低価法による評価減15百万円を行った後の金額で

あります。

※４．　　　　　　 ────── ※４．一般管理費に含まれる研究開発費は33百万円であ

ります。

※５．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 0　

土地 0　

その他 3　

計 4 

土地 0百万円

※６．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※６．　　　　　　 ──────

 建物 0百万円

 車両運搬具 1 

 工具器具備品 0 

 その他 0 

計 2 

 

※７．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※７．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 0百万円

工具器具備品 0 

ソフトウェア 0 

計 1 

工具器具備品 1百万円

会員権 0 

計 1 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度
増加株式数

（株）

当事業年度
減少株式数

（株）

当事業年度末株式数
（株）

自己株式     

　　普通株式（注） 25,713 361,672 － 387,385

　　　　合計 25,713 361,672 － 387,385

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加361,672株は、単元未満株式の買取りによる増加672株、連結子会社の吸収合併

に伴う連結子会社保有の親会社株式（当社株式）の受入れによる増加361,000株であります。

当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度
増加株式数

（株）

当事業年度
減少株式数

（株）

当事業年度末株式数
（株）

自己株式     

　　普通株式（注） 387,385 529 － 387,914

　　　　合計 387,385 529 － 387,914

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加529株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

第　　65　　期
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具器具備品 402 213 188

ソフトウェア 27 21 6

合計 430 235 195

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具器具備品 446 294 152

ソフトウェア 105 40 64

合計 552 335 216

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等
　　未経過リース料期末残高相当額 　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 135百万円
１年超 134百万円

合計 269百万円

１年以内 114百万円
１年超 132百万円

合計 246百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 96百万円
減価償却費相当額 91百万円
支払利息相当額 4百万円

支払リース料 134百万円
減価償却費相当額 126百万円
支払利息相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法
同左

(5）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法
同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 2百万円
１年超 2百万円

合計 5百万円

１年以内 1百万円
１年超 1百万円

合計 2百万円

（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 48百万円
 １年超 22百万円

 合計 70百万円

 １年以内 18百万円
 １年超 4百万円

 合計 23百万円

　（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。なお、当該転

貸リース取引はおおむね同一の条件で第三者にリー

スしているので、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経

過リース料期末残高相当額に含まれております。）

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

　第65期（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）及び第66期（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31

日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

第　　65　　期
（平成19年５月31日）

第　　66　　期
（平成20年５月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 59 百万円

たな卸資産評価減 136 

未払賞与 250 

貸倒引当金繰入超過額 39 

その他 82 

合計 568 

繰延税金資産（流動）の純額 568 

   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 591 百万円

未払確定拠出年金 81 

未払役員退職慰労金 77 

投資有価証券評価損 163 

土地 373 

有価証券評価差額 54 

その他 75 

小計 1,418 

評価性引当額 △272 

合計 1,145 

繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △77 

有価証券評価差額 △416 

その他 △1 

合計 △494 

繰延税金資産（固定）の純額 651 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 25 百万円

たな卸資産評価減 120 

未払賞与 246 

貸倒引当金繰入超過額 39 

その他 82 

合計 513 

繰延税金資産（流動）の純額 513 

   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金繰入超過額 691 百万円

未払確定拠出年金 46 

未払役員退職慰労金 77 

投資有価証券評価損 225 

土地 342 

有価証券評価差額 124 

その他 71 

小計 1,578 

評価性引当額 △413 

合計 1,165 

繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △77 

有価証券評価差額 △177 

その他 △0 

合計 △255 

繰延税金資産（固定）の純額 909 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.7％

　　（調整）   

　 交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

1.8 

   受取配当金等永久に益金に

算入されない項目

△3.9 

   住民税均等割 0.7 

   外国税額等控除項目 △1.4 

   その他 △0.6 

     税効果会計適用後の法人税

等の負担率

 

37.3

　

％

   

　

法定実効税率 40.7％

　　（調整）   

　 交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

1.3 

   受取配当金等永久に益金に

算入されない項目

△3.2 

   住民税均等割 0.9 

   外国税額等控除項目 △1.7 

   評価性引当額の増減 2.2 

   抱合株式消滅差益 △7.6 

   その他 △0.4 

     税効果会計適用後の法人税

等の負担率

 

32.2

　

％
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（企業結合等関係）

　前事業年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

　該当事項はありません。

　

　当事業年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

　（共通支配下の取引等）

　１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並　

びに取引の目的を含む取引の概要

　 「１ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

　２．実施した会計処理の概要

　　 本吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成18年12月22日最終改正　企業会計基準適

用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引に該当するものであり、これによる抱合株式消滅差益628百万円発

生しております。
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（１株当たり情報）

第　　65　　期
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

１株当たり純資産額      1,340円27銭

１株当たり当期純利益   137円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  137円15銭

１株当たり純資産額      1,398円12銭

１株当たり当期純利益      129円91銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第　　65　　期

（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 2,427 2,281

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,427 2,281

期中平均株式数（千株） 17,674 17,558

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 23 －

（うち新株予約権）（千株） (23) 　　　　　　　　　 　    　(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

────── 平成16年８月18日定時株主総会決

議ストックオプション（新株予約

権）

　　　　　　　　　　　　1,230個

　（普通株式　123千株）
  

（重要な後発事象）

第　　65　　期
（自 平成18年６月１日
至 平成19年５月31日）

第　　66　　期
（自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日）

 　佐鳥オートマチックス株式会社の吸収合併の詳細につい

ては、「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「（1）

連結財務諸表 注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおり

であります。

　　　　　　　　　　 ──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

オリンパス株式会社 100,000 344

伯東株式会社 284,000 307

住友不動産株式会社 109,000 294

日本電気株式会社 456,520 255

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
193,310 208

シーケーディ株式会社 214,494 163

ミツミ電機株式会社 49,106 150

新電元工業株式会社 335,638 118

株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ
105 95

アンリツ株式会社 238,520 80

サンケン電気株式会社 108,836 71

栗田工業株式会社 14,641 56

沖電気工業株式会社 250,889 46

住友電気工業株式会社 30,218 41

株式会社ミツバ 59,578 40

株式会社ノーケン 7,500 36

三洋電機株式会社 124,125 33

株式会社三重銀行 49,000 28

その他33銘柄 338,774 228

計 2,964,257 2,600

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有

価証券

（投資事業組合出資金）   

ＮＩＦアジア５０ 1 1

小計 1 1

投資有価証

券

その他有

価証券

（投資信託受益証券）   

株主還元株オープン 1,500 16

（投資事業組合出資金）   

ＮＩＦベンチャー２１ 1 1

小計 1,501 18

合計 1,502 19
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 3,749 3 － 3,752 1,498 121 2,253

構築物 152 0 － 152 114 5 37

機械及び装置 65 － － 65 34 5 30

車両運搬具 10 － － 10 10 0 0

工具器具備品 1,298 13 15 1,295 360 71 935

土地 1,658 － 0 1,658 － － 1,658

有形固定資産計 6,933 16 15 6,935 2,018 203 4,916

無形固定資産        

借地権 1,086 － － 1,086 － － 1,086

のれん 42 1 － 43 24 8 19

ソフトウェア 1,626 42 0 1,668 1,559 77 109

その他 35 2 － 38 15 0 22

無形固定資産計 2,791 45 0 2,836 1,599 86 1,237

長期前払費用 193 2 46 150 12 4 137

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１．ソフトウェアの「当期増加額」の主なものは、次のとおりであります。

販売目的ソフトウェアのバージョンアップ費用　　　 25百万円

２．長期前払費用の「当期減少額」の主なものは、次のとおりであります。

火災保険満期　　　　　　　　　　　　　　　　 43百万円

３．「当期増加額」には、佐鳥オートマチックス株式会社との合併による増加額が次のとおり含まれておりま

す。

建物　　　　　　　　　1百万円

構築物　　　　　　　　0百万円

工具器具備品　　　　　2百万円

その他　　 　　　　　 2百万円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 197 21 24 17 176

役員賞与引当金 49 － 49 － －

　（注）貸倒引当金の「当期増加額」のうち、11百万円は、佐鳥オートマチックスを吸収合併したことによる受入額であ

り、「当期減少額の（その他）」のうち、11百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、2百万円は会員

権評価損へ振替に伴う取崩であり、3百万円は過年度における個別引当分の回収に伴う取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 4

預金  

当座預金 △662

普通預金 1,182

小計 519

合計 523

　（注）期末日満期手形の決済額を当座預金勘定で処理しております。

　

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社岡部新電元 293

三洋電波工業株式会社 279

株式会社大日光エンジニアリング 168

株式会社荏原九州　　　　　　　　　　　　　 153

電気興業株式会社　 136

その他（アオイ電子株式会社他） 3,475

合計 4,506

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年６月 953

７月 1,187

８月 1,123

９月 866

10月 310

11月 62

12月 2

合計 4,506

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

キヤノン株式会社 1,720

三菱電機クレジット株式会社 1,357

松下電器産業株式会社 1,336

大分キヤノン株式会社 1,261
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相手先 金額（百万円）

沖電気工業株式会社 963

その他（株式会社リコー他） 20,478

合計 27,117

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

23,925 113,767 110,575 27,117 80.3 82.1

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

４）たな卸資産

科目 区分 金額（百万円）

商品

集積回路 2,233

半導体素子 1,186

一般電子部品 2,113

電子部品計 5,533

電子機器 470

小計 6,004

製品 情報通信関連製品等 41

合計 6,045

５）関係会社株式

相手先 金額（百万円）

TAIWAN SATORI CO.,LTD. 1,295

HONG KONG SATORI CO.,LTD. 1,105

佐鳥エス・テック株式会社 989

SATORI E-TECHNOLOGY(AMERICA)INC. 733

KOREA SATORI CO.,LTD. 360

その他（佐鳥パイニックス株式会社他） 1,212

合計 5,697

②　負債の部

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

住友電気工業株式会社 1,187
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相手先 金額（百万円）

古野電気株式会社 430

リコー計器株式会社 293

デンセイ・ラムダ株式会社 206

ＪＵＫＩ株式会社 197

その他（ＴＯＴＯ株式会社他） 3,313

合計 5,627

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年６月 1,665

７月 1,775

８月 1,397

９月 787

10月 1

合計 5,627

２）買掛金

相手先 金額（百万円）

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 2,072

日本電気株式会社 1,114

ＮＥＣトーキン株式会社 485

住友電気工業株式会社 366

佐鳥エス・テック株式会社 324

その他（株式会社トッパンＮＥＣサーキットソリュー

ションズ他）
4,180

合計 8,544

３）短期借入金

相手先 金額（百万円）

  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,100

住友信託銀行株式会社 550

株式会社横浜銀行 550

株式会社三井住友銀行 500

株式会社みずほ銀行 500

その他（株式会社りそな銀行他） 450

合計 3,650

４）一年以内返済予定長期借入金
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相手先 金額（百万円）

株式会社三井住友銀行 3,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,460

株式会社みずほ銀行　 400

合計 5,860

５）長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,650

株式会社三井住友銀行 1,100

株式会社みずほ銀行 500

住友信託銀行株式会社 400

株式会社横浜銀行 400

その他（株式会社りそな銀行他） 850

合計 4,900

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

株券の種類 100株、1,000株、10,000株

剰余金の配当の基準日
11月30日

５月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

http://www.satori.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

　　　 定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

　　　 権利以外の権利を有しておりません。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

  当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 （１）有価証券報告書及びその添付書類

　  事業年度（第65期）（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）平成19年８月23日関東財務局長に提出　

　

 （２）有価証券報告書の訂正報告書

　  平成19年９月３日関東財務局長に提出

 　 事業年度（第65期）（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で　　　

    あります。　　

　

  (３）半期報告書

  （第66期中）（自　平成19年６月１日　至　平成19年11月30日）平成20年２月22日関東財務局長に提出

 

 （４）有価証券報告書の訂正報告書

    平成20年４月21日関東財務局長に提出

　  事業年度（第65期）（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で　　　

    あります。　　　　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月23日

佐鳥電機株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中里　猛志　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　正夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐鳥電機株

式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐鳥電機

株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月１日に連結子会社である佐鳥オートマチックス株式会社を

吸収合併した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月21日

佐鳥電機株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中里　猛志　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　正夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

佐鳥電機株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐鳥電機

株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月23日

佐鳥電機株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中里　猛志　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　正夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐鳥電機株

式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐鳥電機株式

会社の平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年６月１日に連結子会社である佐鳥オートマチックス株式会社を

吸収合併した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月21日

佐鳥電機株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中里　猛志　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　正夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

佐鳥電機株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐鳥電機株式

会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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